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小牧市民憲章 

市制施行 30 周年 

わたくしたち小牧市民は、小牧を  

１ 健康で生きがいのある 明るいまちにしましょう  

１ 感謝と思いやりのある あたたかいまちにしましょう  

１ 緑とやすらぎのある 美しいまちにしましょう 

１ 高い文化と教養のある 豊かなまちにしましょう  

１ 希望と働く喜びのある 活気あふれるまちにしましょう  

 

 

 小牧市民憲章は、市民の道しるべとして、健康で明るい生活を送るため、ま

た、市民一人ひとりの心構えや果たすべき役割を明確化し、心ふれあう豊かな

社会を形成するため、小牧市制施行 30 周年を記念し、昭和 60 年 5 月 15 日に

制定されました。  

 

こども夢・チャレンジ No.1 都市宣言（要約） 
 

市制施行 60 周年 

 

 私たちは、こどもの夢への挑戦をまち全体で応援することで、  

こどもを中心に世代を越えて市民がつながり、支え合う、すべての  

市民が暮らしやすい、あたたかいまちになっていくと確信します。  

そこで、私たち小牧市民は、  

一．こどもの夢への挑戦を応援することで元気になるまち  

一．世代を越えて市民のつながりが生まれるまち  

一．支え合うことでさらに住みよくなっていくまち  

 このようなまちの実現に向け、小牧市を「こども夢・チャレンジ

No.1 都市」とすることを、ここに宣言します。  
 

 こども夢・チャレンジ No.１都市宣言は、小牧市の特徴である「子育て支援

が充実している」姿を一層高め、「こどもを中心に世代を越えて市民がつなが

り、支え合う、すべての市民が暮らしやすい、あたたかいまち」を小牧市全体

で目指し、市内外に発信していくため、小牧市制施行 60 周年を記念し、平成

27 年 5 月 17 日に宣言しました。   
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第Ⅳ章  自治体経営編       

 

１ 協働・情報共有  
 

２ 行政サービス  
 

３ 行政運営  
 

４ 財政運営
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◆自治体経営の体系  

 

「小牧市まちづくり推進計画第１次基本計画」の第Ⅳ章自治体経営編に位

置付けられた４つの基本施策の展開方向に対して、計画期間内に本市が取り

組むべき具体的な事項を定めるものとします。  

ただし、環境変化等によって新たに取り組むべき課題が発生するなどした

場合は、適宜取組項目の見直し等を行い、その時々の状況に応じた最適な手

法により行政改革を推進します。  

 

  

まちづくり推進計画  

No. 取組項目  担当課  基本  

施策  
展開方向  

１ 

協
働
・
情
報
共
有 

１  協 働 に よ る

ま ち づ く り の 環

境を充実します  

1 自治基本条例の推進  支え合い協働推進課  

2 
こまき市民交流テラス  ワクティブこまき

の整備  
支え合い協働推進課  

3 市民活動支援、協働機会の充実  支え合い協働推進課  

4 産学官連携の充実  支え合い協働推進課  

２  地 域 コ ミ ュ

ニ テ ィ 活 動 を 推

進します  

5 地域協議会の設立・活動支援  支え合い協働推進課  

6 
こまき支え合いいきいきポイント制度（地

域ポイント）の推進  
支え合い協働推進課  

7 自治会活動等の支援  
自治会支援室  

支え合い協働推進課  

３  情 報 共 有 を

推進します  

8 情報提供の充実  広報広聴課  

9 広聴機能の充実  広報広聴課  

10 審議会等の市民参画の推進  行政改革課  

11 情報公開の推進  総務課  

12 オープンデータの整備・拡充  行政改革課  

２ 

行
政
サ
ー
ビ
ス 

１  ICT を 活 用

し 市 民 の 利 便 性

を向上します  

13 
個人番号カード（マイナンバーカード）の

普及・各種サービスの利便性向上  

秘書政策課  

市民窓口課（各支

所）  

関係課  

14 自動応答システムの導入  広報広聴課  

15 
市民レポートシステム「まちレポこまき」

の運用  
広報広聴課  

16 施設予約システムの改善  
文化・スポーツ課  

関係課  

２  窓 口 業 務 な

ど を 改 善 ・ 充 実

します  

17 窓口業務の改善  

行政改革課  

市民窓口課（各支

所）  

関係課  

18 オンライン手続きの拡充  行政改革課  
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まちづくり推進計画  

No. 取組項目  担当課  基本  

施策  
展開方向  

２ 

行
政

サ
ー
ビ
ス 

３  民 間 活 力 の

活 用 や 連 携 を 推

進します  

19 指定管理者制度、民間移管の活用  行政改革課  

20 民間委託、連携の推進  行政改革課  

３ 

行
政
運
営 

１  時 代 に 即 し

た 人 材 マ ネ ジ メ

ン ト の 推 進 と 組

織 体 制 の 整 備 を

行います  

21 定員管理の適正化及び多様な人材の確保  人事課  

22 柔軟な職員体制・配置  人事課  

23 人事評価制度の推進  人事課  

24 人材育成方針、行動規範の策定・推進  人事課  

25 ハラスメント防止体制の強化  人事課  

26 職員研修制度の充実  人事課  

27 ワーク・ライフ・バランスの推進  人事課  

28 職員の接遇能力の向上  人事課  

29 創造性・機動性の高い組織体制の整備  行政改革課  

30 組織横断的なプロジェクトチームの活用  行政改革課  

２  人 と 組 織 を

生 か す 内 部 統 制

体 制 を 整 備 し ま

す  

31 内部統制の機能強化  行政改革課  

３  AI・RPA 等も

活 用 し 効 果 的 ・

効 率 的 な 行 政 運

営を推進します  

32 行政評価制度の推進  行政改革課  

33 戦略会議の開催  
秘書政策課  

関係課  

34 広域連携の推進  
秘書政策課  

関係課  

35 提案・改善報告制度の推進  行政改革課  

36 業務の棚卸  行政改革課  

37 ＡＩ、ＲＰＡなどの導入・活用  行政改革課  

38 入札制度改革の推進  契約検査課  

39 ウェブ会議の活用  行政改革課  

４ 

財
政
運
営 

１  歳 入 確 保 の

取 組 み を 強 化 し

ます  

40 使用料・手数料の見直し  財政課  

41 新たな自主財源の確保  
財政課  

関係課  

42 市税等の収納率維持のための取組み  
収税課  

債権回収特別対策室  

２  歳 出 の 削 減

と 合 理 化 を 推 進

します  

43 経常的経費の削減  財政課  

44 
小牧市公共工事コスト改善プログラムの

推進  
契約検査課  

45 既存補助金等の見直し  財政課  

３  健 全 で 計 画

的 な 財 政 運 営 を

推進します  

46 基金や市債の計画的な活用  財政課  

47 公金運用の推進  会計課  
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まちづくり推進計画  

No. 取組項目  担当課  基本  

施策  
展開方向  

４ 

財
政
運
営 

４  計 画 的 な 公

共 フ ァ シ リ テ ィ

マ ネ ジ メ ン ト を

推進します  

48 公共施設適正配置計画の見直し  資産管理課  

49 
公共施設のバリアフリー化・省エネルギー

化の推進  
資産管理課  

50 公共施設の保全計画の構築  資産管理課  
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１．協働・情報共有        
 
(1) 協働によるまちづくりの環境を充実します 
 

【進捗状況を測定するための指標】  

指標名  基準値  目指す方向 R1 実績値  R2 実績値  R3 実績値  R4 実績値  

市民活動団体数  112 団体  ↑  107 団体  111 団体  113 団体  119 団体  

協働による事業実施数  43 事業  ↑  52 事業  50 事業  59 事業  73 事業  

 

【具体的な取組項目】  

Ｎｏ．１  自治基本条例の推進  担当課  支え合い協働推進課 

現状と課題  

（～ H30）  

平成 27 年度に施行した自治基本条例について、パンフレットの作成・配布やこ

まき地域づくりフォーラム、広報こまきへの掲載等を通じて周知啓発に努めてい

る。しかしながら、自治基本条例を知っている市民の割合は低位で推移してきて

おり、さらなる周知啓発が必要である。  

取組内容  

(R1～ R4) 

効果的な周知啓発の取組みを企画実施するとともに、一定期間を経過した時点で、

条例による効果等について検証を行う。  

取組計画  
R1 R2 R3 R4 

実績  

条例の周知及び普及の取組み  
 

   

条例の第一次検証      

R1 実績  

自治基本条例の内容について理解したうえで、自らまちづくりについて考え

ていただくため、職員及び市民からそれぞれ「自治基本条例川柳」を募集す

ることとし、職員からは 15 名 33 句、市民からは 30 名 94 句の応募があっ

た。  

優秀な川柳については、様々な掲示物や刊行物へ標語的に掲載し、さらなる

広がりを図った。  

また、2 月には、市内で地域活動をしている様々な団体から、特色ある取組

みを発表していただく「令和元年度こまき地域づくりフォーラム」を通じて、

参加者へ“気づき”や“発見”を促すことにより、市民主体のまちづくりの意

識醸成を図った。  

R2 実績  

自治基本条例の認知度を高めるとともに、内容について理解したうえで、自

らまちづくりについて考えていただくため、市民から「自治基本条例川柳」

を募集し、20 名 47 句の応募があった。  

条例に謳う「まちづくりの基本原則」を検証するための指標の設定や体系化

を行うなど、社会情勢との適合性を検証する方法の検討を進めた。  
  

企画実施  

準備  実施  
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R3 実績  

自治基本条例に基づき市民のまちづくり参加促進のため、地域づくりフォー

ラムを開催し「ウィズコロナ時代の新しい地域づくり」と題し、一色小学校

区地域協議会と北里小学校区地域協議会の活動事例発表や特定非営利活動

法人、せき・まちづくりＮＰＯぶうめらん代表の北村隆幸氏による講演を行

い、市民の地域づくりへの関心や参加意識を高める啓発を行った。  

また、協働推進に関する職員研修を開催し、協働のまちづくり実務者会議サ

ポーターや１１年目の職員を対象に、市民協働による自治体運営と題し、四

日市大学学長の岩崎恭典氏による講演を受講し、市民の理解を得ながら進め

るまちづくりへの取組み手法などを学び、協働への知識習得と意識醸成を図

った。  

R４実績  

こまき市民交流テラス  ワクティブこまきを中心に、市民活動やボランティ

ア活動等を行う方々やこれから活動に参加しようとする方々へ、まちづくり

の基本ルールである自治基本条例を広く周知した。  

「参加と協働の原則」「情報共有の原則」に基づき、市民活動祭や市民討議

会を開催するなど、まちづくりに関する情報の提供や参加する機会の提供に

努めた。  

職員向けには新人職員研修においても自治基本条例に基づくまちづくりの

必要性など周知を図った。  
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Ｎｏ．２  
こまき市民交流テラス  ワクティブこまき

の整備  
担当課  支え合い協働推進課 

現状と課題  

（～ H30）  

市民活動センターについては、市内における市民活動を活性化するための核的拠

点として、平成 17 年度に市公民館内に開設し、さまざまな市民活動支援の取組

みを通じて多くの市民活動団体等の育成支援や協働のまちづくりの推進に努めて

きた。  

しかしながら、現在のセンターの面積は約 100 ㎡であり、センターの役割や重要

性が年々高まってきている中、狭隘化が否めない状況になってきているため、新

たな市民活動センターを整備し、さらなる機能拡充を図る。  

取組内容  

(R1～ R4) 

新たなこまき市民交流テラス  ワクティブこまきに必要な機能を整備するととも

に、センターの位置付けや役割をあらためて見直し、設置の目的や役割、名称等

を設置管理条例で担保する。また、関係する部署や機関によって構成される会議

体を設置し、定期的にセンターのあり方等について協議を行う。  

取組計画  
R1 R2 R3 R4 

実績  

センターの機能や役割等の検討  
 

   

施設整備      

会議体の設置      

R1 実績  

新たなセンターのあり方や役割、機能等について、関係主体との協議を行い

ながら検討を進め、設置場所をラピオビル 2 階、施設名称を「こまき市民交

流テラス」と定め、設置管理条例を制定した。  

令和 2 年 9 月のオープンに向け、令和元年 3 月、施設整備工事に着手した。 

R2 実績  

施設整備工事の進捗にあわせて必要な什器等備品を購入し、 7 月末に竣工し

た。  

施設整備と並行して指定管理者の指定、愛称の募集等を行い、当初の予定ど

おり 9 月 1 日に「こまき市民交流テラス  ワクティブこまき」としてオープ

ンした。  

各種講座や事業、指定管理者の自主事業の開催等により、令和２年度（ 9～3

月）は 2,178 件 4,970 名の利用があった。  

今まで市民活動団体のみで行っていた「団体交流会」に生涯学習団体も参加

をしてもらうなど、こまき市民文化財団との連携を深めた。  

R3 実績  

市民の市民活動への参加促進や市民活動団体の支援を行うため、各種講座や

交流会、ボランティアマッチングなどを実施し、さまざまな活動の支援やつ

なぐ役割を果たした。  

テラス事業では、新型コロナウイルス感染症の影響により催事の開催が制約

されたが、市民活動団体の情報交換交流の場として開催した講座もオンライ

ン配信での活動に切り替えるなど、講座、団体交流会など継続的な活動を行

った。  

また、1 周年イベントを行うなどこまき市民交流テラスの周知情報発信する

ことができた。  

条例化  検討  

設計  整備  

施行  

会議開催  
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相談助言事業（アウトリーチ支援）では、コロナ禍ではあったが団体等の活

動の場所に出向き積極的に支援相談を行った。  

なお、３年ごとに開催している「こまき市民活動祭」の開催年であったが新

型コロナウイルス感染症拡大防止のため中止となった。  

令和３年度の利用実績は 2,914 件 13,374 名の利用があった。  

R４実績  

 

各種講座や相談業務、指定管理者の自主事業等を通じて、様々な分野で活動

する団体の支援を行った。  

昨年度延期された「こまき市民活動祭」は、ラピオに移転した強みを活かし

て「こまキッズフェスタ」や「ワイワイっとまつり」との同時開催、さらには

えほん図書館とも連携を図り、スケールメリットをいかして開催した。  

こまき市民交流テラス  ワクティブこまきを広く周知し、多くの方に利用いた

だけるよう情報発信を行った。  

令和４年度の利用実績は 2,467 件 16,135 名  

  



「自治体経営改革推進計画」 

11 

 

Ｎｏ．３  市民活動支援、協働機会の充実  担当課  支え合い協働推進課 

現状と課題  

（～ H30）  

市民活動に対する金銭的支援策として、平成 17 年度から「市民活動助成金交付

制度」を運用し、市民が自主的・自立的に行う公益活動に要する費用や必要な経

費の一部を助成している。  

また、市内における市民活動の総合的な拠点である市民活動センターを開設し、

活動に対する相談・助言等の支援を行っている。  

さらには、平成 24 年度に「協働提案事業化制度」を創設し、協働事業を実施し

やすい環境づくりに努めるとともに、平成 29 年度から令和元年度の３ヶ年にか

けて「協働診断業務」を実施し、協働事業化が可能な事業の分析・検討を進めて

いる。  

あわせて、市民のまちづくりの意識の向上の場として市民討議会を開催した。  

取組内容  

(R1～ R4) 

「協働提案事業化制度」及び「市民活動助成金交付制度」については、それぞれ

の制度の活用度を高めるため、引き続き協働や市民活動への意識啓発と、制度の

ＰＲに取組むとともに、市民討議会を開催する。  

また、新しく整備し、機能を強化するこまき市民交流テラス  ワクティブこまきを

核として、新たな支援制度を検討・実施する。  

取組計画  
R1 R2 R3 R4 

実績  

協働提案事業化制度  
 

   

NPO・市民活動支援制度      

協働診断業務      

新たな支援制度の検討      

R1 実績  

協働提案事業化制度については、市民提案型 3 事業（新規 1 継続 2）及び行

政提案型 11 事業（新規 3 継続 8）の 14 事業を実施した。令和 2 年度から

実施する市民提案型 3 事業（新規 3）及び行政提案型 2 事業（新規 1 再提案

1）の 5 事業を決定した。  

市民活動助成金については、10 団体（団体助成 6 事業助成 4）への交付を

決定した。  

9 月には協働のまちづくり実務者会議サポーター及び 5 年目、10 年目の職

員を対象とした協働推進に関する研修会を実施し、10 月には協働の意識啓発

として、職員と市民活動団体が交流する、「まちを育む  市民と行政の協働交

流会」において 39 名（市民 19 名、職員 20 名）が参加し、相互理解を図っ

た。  

平成 29 年度から開始し、最終年となる協働診断業務では、平成 29、30 年

度に診断を行った事業のうち、協働事業化の可能性がある事業について協働

事業化サポートを行うとともに、本事業を実施した 3 年間の総括を行った。  

R2 実績  

 

協働提案事業化制度については、市民提案型 6 事業（新規 4 継続 2）及び行

政提案型 9 事業（新規 1 継続 8）の 15 事業を実施している。令和 3 年度か

実施  

実施  

実施  

実施  

検討  
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ら実施する市民提案型 2 事業（新規 1 再提案 1）及び行政提案型 1 事業（新

規 1）の 3 事業を採択した。  

市民活動助成金については、10 団体への交付を決定した。このうち、新型コ

ロナウイルス感染症拡大防止対策に係る活動については交付条件を緩和する

特例措置を設け、市民の「学び」を地域に還元する仕組みを構築し、3 団体へ

交付した。  

R3 実績  

協働提案事業化制度については、市民提案型 9 事業（新規１継続 8）及び行

政提案型 7 事業（新規 1 継続 6）の１6 事業を実施した。令和４年度から実

施する市民提案型 4（うち 1 は条件付採択）事業（新規 3 再提案 1）を採択

した。  

市民活動助成金については、３団体へ交付をした。  

また、令和３年度から、市民がこれまで培ってきた学びの成果を地域に還元

する「地域に還元チャレンジ助成金」を新たに創設し、６団体へ交付をした。 

R４実績  

協働提案事業化制度については、市民提案型９事業（新規 2 継続７）及び行

政提案型７事業（継続７）の１６事業を実施した。令和５年度から実施する

市民提案型３事業（再提案３）を採択した。  

市民活動助成金については、３団体への交付を決定した。  

地域に還元チャレンジ助成金については、５団体への交付を決定した。  
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Ｎｏ．４  産学官連携の充実  担当課  支え合い協働推進課 

現状と課題  

（～ H30）  

産学官それぞれが持つ知的・人的・物的資源を相互活用することで、魅力あるま

ちづくり及び地域産業の振興を図るため、平成 20 年１月に小牧市・小牧商工会

議所・近隣５大学による産学官連携協定を締結した。  

地域の課題に対して、学術研究の成果を活かした効果的な施策展開を図るととも

に、次代を担う人材を育成するため、産学官連携を実施してきたが、その連携事

業数は若干減少している。  

取組内容  

(R1～ R4) 

これまでの連携事業を実施するとともに、新たなる連携事業の推進に向けて取組

む。  

取組計画  
R1 R2 R3 R4 

実績  

産学官連携  
 

   

R1 実績  

庁内各課及び商工会議所、近隣 5 大学に対し、翌年度新規連携事業の要望調

査を行い、連携の促進に努めた。  

令和元年度実施事業 42 事業（継続 41 事業、新規 1 事業）  

R2 実績  

庁内各課及び商工会議所、近隣 5 大学に対し、翌年度新規連携事業の要望調

査を行い、連携の促進に努めた。  

令和２年度実施事業 35 事業（継続 35 事業）  

R3 実績  
庁内各課に対し、連携事業の実績調査を行うとともに、連携の促進に努めた。 

令和 3 年度実施事業 31 事業  

R４実績  

庁内各課に対し、連携事業の実績調査を行うとともに、連携の依頼があった

際には、必要に応じて関係部署との調整を行った。  

令和４年度実施事業 29 事業  
 
 
  

実施  
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(2) 地域コミュニティ活動を推進します  
 

【進捗状況を測定するための指標】  

指標名  基準値  目指す方向 R1 実績値  R2 実績値  R3 実績値  R4 実績値  

地域ポイント（地域

協議会関係）の参加

者数  

８人  ↑  16 人  33 人  43 人  58 人  

地域ポイント制度を活

用している地域協議会

の数  

１協議会  ↑  2 協議会  3 協議会  4 協議会  5 協議会  

区長を対象にした研

修会などの参加者数  
232 人  ↑  223 人  58 人  246 人  238 人  

 

【具体的な取組項目】  

Ｎｏ．５  地域協議会の設立・活動支援  担当課  支え合い協働推進課 

現状と課題  

（～ H30）  

地域協議会は 8 小学校区で設立され、「学区防災訓練」「地域ポイント制度を活

用した高齢者の生活支援」などの課題解決事業を実施し、市としても人的・財政

支援を行っている。今後も未設立の小学校区に対して、設立に向け働きかけると

ともに、市が地域協議会を支援する根拠となる条例の制定も含めた認定制度の構

築が必要である。  

取組内容  

(R1～ R4) 

全 16 小学校区の設立を推進するとともに、設立された地域協議会に対して活動

を支援する。また、地域協議会推進市民会議の検討を経て地域協議会の認定制度

の構築を図るとともに、地域協議会代表者会議を通じた地域協議会間の情報共有

を図ることで活動の活性化を図る。  

取組計画  
R1 R2 R3 R4 

実績  

地域協議会設立の推進  
 

   

地域協議会認定制度      

地域協議会の活動支援      

R1 実績  

平成 30 年度までに設立された 8 小学校区に加え、令和元年度に設立された

桃ヶ丘小学校区地域協議会、小牧小学校区地域協議会及び北里小学校区地域

協議会が実施する事業に対して地域助け合い交付金を交付するとともに、地

域パートナー制度による職員の人的支援を行った。  

また、地域協議会推進市民会議を通じて地域協議会の設立推進や、継続した

活動支援の根拠となる条例を策定するとともに、条例に基づいた認定制度の

構築、及び制度方針等の見直しを図った。  

未設立の小学校区については、三ツ渕学区コミュニティ推進協議会において

認定制度の説明会を行ったり、一色小学校区において設立準備委員会を設置

し、設立に向けた準備を進めた。  

R2 実績  
既存の 11 小学校区に加え、三ツ渕学区コミュニティ推進協議会及び一色小

学校区地域協議会を加えた 13 小学校区の地域協議会を認定した。  

実施  

実施  

実施  

準備  
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地域協議会推進市民会議においては、未設立の 3 小学校区における地域協議

会設立に向けた検討や、地域協議会の今後の活動の活性化や ICT の活用に向

けた意見交換を行った。  

R3 実績  

未設立の３小学校区において、設立に向けて地域住民と接触し、機運の向上

にむけた活動を行った。  

村中小学校区では、地域の関係者を集めて地域ミーティングを開催し、地域

の課題や魅力についての話し合いを行い、地域協議会への理解を深めた。  

地域協議会推進市民会議において地域協議会の今後の活動の活性化に向けた

手引書を作成し、地域協議会に配布するとともに広く市民活動団体への周知

を図った。また、地域協議会代表者会議においてコロナ禍における協議会活

動の推進に向けた事例共有や郵便局、KIA などとの事業連携を見据えた情報

交換を行った。  

また、コロナ禍での地域協議会で役立つコミュニケーションツールを学ぶ機

会として、一部地域で地域協議会委員向けのスマホ教室を行った。  

R４実績  

未設立の３小学校区において、設立に向けて地域住民と接触し、機運の向上

にむけた活動を行った。村中小学校区においては、昨年度に引き続き、 9 月

に住民向けの説明会を行い、３月に区長会が地域協議会設立準備委員会の設

立を決定した。  

米野小学校区では、２月に区長会への説明会、３月に区長会勉強会を開催し、

小牧南小学校区では、地元関係者と調整を行った。  

地域協議会推進市民会議において、地域協議会の今後の活動の活性化に向け

て、活動中の地域協議会から、各地域の活動の現況や自慢、今後の課題（悩

み）などを聞き取り、委員の専門的な知見からアドバイスなどを行った。  

地域協議会の活動を周知するため、こまき市民活動祭においてブース出展を

行った。  

また、コロナ禍での地域協議会で役立つコミュニケーションツールを学ぶ機

会として、一部地域で地域協議会委員向けのスマホ教室を行った。  
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Ｎｏ．６  
こまき支え合いいきいきポイント制度（地

域ポイント）の推進  
担当課  支え合い協働推進課 

現状と課題  

（～ H30）  

市民が、地域での支え合い助け合い活動に参加するきっかけづくりとして、平成

29 年 10 月に本制度を施行した。  

設立済みの地域協議会において、地域福祉の取組みが協議される場で他市町の活

動事例や制度の説明をし、本制度を活用した住民主体の高齢者支援活動を推進し

た。  

平成 30 年６月には篠岡小学校区地域協議会が市内で最初の高齢者支援チーム「し

のおか  おたすけ隊」を結成し、庭の草取りや電球交換などの支援を行った。  

他の地域協議会に対し、篠岡小学校区の取組みを参考に横展開を図り、地域ポイ

ントを活用した支援活動が市内全域に広まるよう、地域協議会の設立推進とあわ

せて啓発する。  

取組内容  

(R1～ R4) 

平成 31 年４月に味岡小学校区地域協議会が、篠岡小学校区の活動を参考に「あ

じおか  おたすけ隊」を結成し、地域ポイントを活用している。  

小牧原、大城、本庄、桃ヶ丘小学校区については既に福祉活動に関する協議がな

されているため、篠岡小、味岡小の取組みを情報提供し、必要性や実現性を吟味

したうえで、展開できるよう支援していく。  

あわせて、お互いさまサポーターに対し、研修会や勉強会等を実施し、質の向上

に努める。  

取組計画  
R1 R2 R3 R4 

実績  

地域協議会による地域ポイント

の活用  

 
   

お互いさまサポーターの質の向

上（支援範囲の拡充）  
    

R1 実績  

篠岡小学校区地域協議会及び味岡小学校区地域協議会に加え、小牧原小学校

区地域協議会において「地域ポイントを活用した高齢者等の生活支援」の実

施に向けて、支援内容の検討及びメンバー募集等の準備を進めた。  

大城、本庄小学校区地域協議会については、他の協議会の活動事例を情報提

供し、活動の必要性について勉強会や検討会を開催し、桃ヶ丘小学校区地域

協議会については各区の高齢者サロンの代表者が集い意見交換するなど、３

小学校区において地域ポイントの活用を含めた福祉活動の展開に向けて協議

した。  

R2 実績  

小牧原小学校区地域協議会が 9 月から「小牧原おたすけ隊」を結成し、民生・

児童委員と情報共有しながら活動している。本庄小学校区地域協議会は１２

月に福祉活動の先駆けとして「福祉に関するアンケート調査」を学区内全世

帯に実施し、大城小学校区地域協議会も同様のアンケート調査の実施に向け

て検討した。  

令和 3 年度から予定していたお互いさまサポーター向けの研修を、交換説明

会に参加する受入団体代表者を対象に、介護保険事業者による活動事例紹介

という形で実施した。サロンポイントを活用しているサポーターが全体の約

実施  

実施  

検討  準備  
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9 割占めている現状から、地域ポイントや介護施設ポイント活用の推進にも

つなげることを目的としていく。  

R3 実績  

本庄小学校区地域協議会は、既におたすけ隊を結成している篠岡小学校区地

域協議会と意見交換を行うなどし、令和４年１月におたすけ隊を結成した。

大城小学校区地域協議会は、令和３年５月に福祉活動の先駆けとして「福祉

に関するアンケート調査」を各区役員、民生・児童委員及びサロン代表者を

対象に実施した。  

ポイント交換事業を市民交流テラスで行い、申請・交換等の受付時間を拡充

し、ポイント制度の周知体制を強化した。  

また、介護保険課が行う訪問介護研修を活用し、地域ポイントの支援範囲の

拡充に努めていく。  

R４実績  

大城小学校区地域協議会は、５月におたすけ隊を結成し活動を開始した。篠

岡・味岡・小牧原・本庄に続き、５つ目の小学校区となる。  

また、一色小学校区地域協議会において、おたすけ隊の設立に向けて検討を

開始し、学区内でアンケートによるニーズ調査を行った。引き続き設立に向

けて支援を行っていく。  

おたすけ隊設立済みの地域協議会を対象に介護保険課が行う訪問介護研修を

活用し、地域ポイントの支援範囲の拡充に努めていく。  
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Ｎｏ．７  自治会活動等の支援  担当課  
自治会支援室  

支え合い協働推進課 

現状と課題  

（～ H30）  

住民自治の推進が図られるよう、地域のリーダーである区長及び区長会の活動に

対して支援を行った。また、地域のコミュニティ活動の拠点となる集会施設及び

コミュニティセンターについては、指定管理者に管理運営を委託し、利用者の利

便性向上及び地域活動の活性化を図った。  

取組内容  

(R1～ R4) 

自治会活動マニュアルの充実や区長を対象にした研修会を実施するなど自治会活

動への支援を行う。また、集会施設・コミュニティセンターの適切な管理に努め

る。  

取組計画  
R1 R2 R3 R4 

実績  

区長会活動の支援  
 

   

集会施設・コミュニティセンタ

ーの管理  
    

R1 実績  

区長を対象にした勉強会（5 月、1 月の 2 回）を実施した。また、１１月に

各自主防災会の中で構成される自主防災救助隊の先進地視察（静岡県焼津市）

を行った。  

集会施設は、屋上防水・外壁塗装工事を計３施設（小針会館、小牧原会館、

間々原会館）、修繕業務を 3３件実施。維持管理費交付金については、99 施

設に対して交付を行った。  

また、集会施設 AED 設置費補助金制度を創設し、集会施設の利用についての

安心・安全の確保と施設のさらなる利活用の促進に努めた。  

コミュニティセンターは、民間業者を指定管理者とし、地域住民により構成

される運営協議会と連携しながら施設運営を行った。  

R2 実績  

新型コロナウイルス感染症拡大防止の観点から、区長・集会施設管理者あて

に６月１日からの区行事等の取扱いや集会施設の利用についての手引きを配

布、あわせて各集会施設に１０本程度手指消毒液を配布し、コロナ禍におけ

る区の活動支援を行った。  

また、年内には区に対する新しい支援策を検討するため、市政モニターや区

長にアンケート等を実施した。  

また集会施設では、屋上防水・トイレ男女別化工事を３施設（上末会館、小木

中会館、横内会館）、設計・工事等を実施した。修繕業務を３１件実施。維持

管理費交付金については、99 施設に対して交付を行った。  

コミュニティセンターは、民間業者を指定管理者とし、地域住民により構成

される運営協議会と連携しながら施設運営を行った。  

R3 実績  

区長を対象にした勉強会（７月、1 月の 2 回）を実施した。1 月の勉強会は、

ZOOM を活用したハイブリッド形式で行い感染防止に努めた。区長及び区役

員等を対象にした区長会 PC 講座を拡充し、スマホ講座・オンライン会議体

験講座を実施した。  

集会施設は、屋上防水・トイレ男女別化工事、バリアフリー化工事を３施設

（みどり台会館、二重堀会館、池之内川南集会場）、年度内に完了する予定で

実施  

実施  
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設計・工事等を実施した。維持管理費交付金については、99 施設に対して交

付を行った。  

コミュニティセンターは、民間業者を指定管理者とし、地域住民により構成

される運営協議会と連携しながら施設運営を行った。  

また、南部コミュニティセンターについては、令和 4 年度から令和 8 年度ま

での指定管理者選定のためのプロポーザルを実施し、12 月議会にて指定管理

者の指定に関する議案が議決された。  

R４実績  

区長を対象にした勉強会（６月、２月の 2 回）を実施した。区長事務のデジ

タル化を進めていくために専用アプリ「結ネット」を活用したデータでの情

報発信を区長に行った。また、モデル区における区の中での試行的な運用も

平行して実施しており、８区が参加した。加えて、区長及び区役員等を対象

にした区長会 PC 講座（ワード、エクセル、スマホ、オンライン会議体験）を

実施した。  

集会施設は、屋上防水・トイレ男女別化工事、バリアフリー化工事を３施設

（東町会館、懐会館、岩崎原会館）実施した。維持管理費交付金については、

99 施設に対して交付を行った。  

コミュニティセンターは、民間業者を指定管理者とし、地域住民により構成

される運営協議会と連携しながら施設運営を行った。  

また、西部コミュニティセンターについては、令和５年度から令和９年度ま

での指定管理者選定のためのプロポーザルを実施し、１２月議会にて指定管

理者の指定に関する議案が議決された。  
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(3) 情報共有を推進します 
 
【進捗状況を測定するための指標】  

指標名  基準値  目指す方向 R1 実績値  R2 実績値  R3 実績値  R4 実績値  

市 ホ ー ム ペ ー ジ へ

のアクセス件数  

491,599 

件 /月  
↑  

556,295 

件 /月  

998,702

件 /月  

994,289

件 /月  

740,454

件 /月  

市 Ｓ Ｎ Ｓ の フ ォ ロ ワ

ー数  
6,324 人  ↑  8,970 人  

24,245

人  

67,908

人  

73,390

人  

広 報 こ ま き を 毎 号

読 ん で い る 市 民 の

割合  

69.7% ↑  71.７% 72.8% 66.6% ―  

 

【具体的な取組項目】  

Ｎｏ．８  情報提供の充実  担当課  広報広聴課  

現状と課題  

（～ H30）  

市政情報や市の魅力の発信など、市内外に広くＰＲするため、広報こまきをはじ

めとした紙媒体による情報提供のほか、市ホームページ、 SNS による情報発信、

ケーブルテレビでの市政情報番組の放映など、様々な媒体を活用し、幅広いＰＲ

活動に努めている。  

まだまだ十分な情報が市民に行き渡っていない現状もあり、時流に合った情報提

供の方法を研究・検討するとともに、届けたい情報のターゲットを意識した、常

に新しいＰＲ活動にチャレンジすることも重要である。  

取組内容  

(R1～ R4) 

市民に市政情報をわかりやすく提供するとともに「広報こまき」、市ホームペー

ジ、ＳＮＳを組み合わせて、効果的に情報を発信する。  

取組計画  
R1 R2 R3 R4 

実績  

広報こまきの発行  
 

   

市ホームページの活用      

SNS の活用      

R1 実績  

4 月に、小牧市出身のタレント、井戸田潤氏を小牧市 PR 隊長に委嘱。8 月

には「小牧市 PR 隊」のインスタグラムアカウントを開設し、インスタ内で

PR 隊員 10 名を募集し、委嘱した。さらに、1 月に、隊長、隊員が集い、

市の PR について考えるワークショップを開催した。  

令和 2 年 1 月 1 日号広報こまきから新コーナー「広報クイズ」を開始し、

読者参加型の広報紙づくりを推進した。  

令和元年度末時点の公式フェイスブックのフォロワー数は 2,604 となり、

公式 LINE アカウントの令和元年度末時点の「友だち」数は 4,340 となっ

た。  

R2 実績  

新型コロナウイルス感染症の流行により、市のホームページに情報をとりま

とめた特設ページを作成し、5 月には、新型コロナウイルス感染症について

の広報こまき特別号を発行するとともに、 LINE などの SNS でも積極的な情

報提供を行った。  

実施  

実施  

実施  
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その結果、令和 2 年度末時点の公式フェイスブックのフォロワー数は

3,094 となり、公式 LINE アカウントの令和 2 年度末時点の「友だち」数

は 18,357 となった。  

R3 実績  

令和 3 年４月より新型コロナウイルスワクチンの接種が始まり、予約の受付

の入口を市公式 LINE に設置したところ LINE の「友だち」数が大幅に増加

した。また、市公式 LINE アカウントでは１１月３０日より、ユーザーが選

択した分野の情報だけを受信できる「セグメント配信」の試験運用を開始し

た。  

令和３年度末時点の公式フェイスブックのフォロワー数は 3,253 となり、

公式 LINE アカウントの「友だち」数は 61,368 となった。  

R４実績  

市から発信しているデジタル情報を手軽に入手していただける環境づくりの

ため、高齢者が参加するスマートフォン活用講座を８月と１０月に、スマー

トフォン個別相談会を１２月にそれぞれ開催するとともに、市公式 SNS の

周知を行った。  

令和５年３月末時点の公式フェイスブックのフォロワー数は 3,420 とな

り、公式 LINE アカウントの「友だち」数は 66,448 となった。  

「広報こまき」の発行回数を令和 5 年 4 月から月 1 回に変更することを決

定した。併せて、表紙デザインの変更や新コーナーの創設などのリニューア

ル案を作成した。  
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Ｎｏ．９  広聴機能の充実  担当課  広報広聴課  

現状と課題  

（～ H30）  

市民ニーズに基づく市政を実現するため、また市民の意見を聴く機会の充実を図

るため、タウンミーティング、市民の声を実施した。  

取組内容  

(R1～ R4) 

広聴機能の充実のため、タウンミーティングの実施や市民の声・パブリックコメ

ントの推進に取組む。  

取組計画  
R1 R2 R3 R4 

実績  

タウンミーティングの実施  
 

   

市民の声・パブリックコメント

の推進  
    

R1 実績  

・グループワーク形式のタウンミーティングを２回、中学生・高校生まちづ

くりスクールミーティングを各１回、計４回開催した。  

・市民の声を 228 件受け付けた。  

・パブリックコメントについては 12 件実施し、計 59 件の意見をいただい

た。  

R2 実績  

・新型コロナウイルス感染症拡大防止の観点から、ウェブ会議システム

「ZOOM」を活用し、オンラインタウンミーティングを２回 (対象：中学

生保護者、保育園児保護者 )、高校生まちづくりスクールミーティングを

1 回開催した。  

・市民の声を３９５件受け付けた。  

・パブリックコメントについては 10 件実施し、計 27 件の意見をいただい

た。  

R3 実績  

・中学生まちづくりスクールミーティングを 1 回開催した。  

・市民の声を 653 件受け付けた。  

・パブリックコメントについては 9 件実施し、計 43 件の意見をいただい

た。  

・パブリックコメントの市ホームページ掲載時、メール提出用の意見提出フ

ォームを埋め込んだ専用テンプレートを利用することとし、「広報こま

き」や LINE にて市民に対し、周知を図った。  

R４実績  

・一般市民を対象としたタウンミーティングを 5 回、中学生・高校生まちづ

くりスクールミーティングを各１回、計 7 回開催した。  

・市民の声、パブリックコメントについては、引き続き、より良い制度とな

るよう工夫しながら、推進していく。  

 

 

 

  

実施  

実施  
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Ｎｏ．１０  審議会等の市民参画の推進  担当課  行政改革課  

現状と課題  

（～ H30）  

平成 27～28 年度にかけ、要綱等に基づき設置している審議会等について、全庁

的に位置付けを見直し、条例設置による「附属機関」とそれ以外の「附属機関に

準ずる機関」へ整理を行った。  

「小牧市審議会等設置及び運営指針」に基づき、審議会等の公募委員の登用に取

組んできたが、会議の性質上、公募になじまない会議もあり公募委員の登用率は

伸び悩んでいる一方で、近年の市政への市民参加については、パブリックコメン

ト制度やワークショップ手法などが活用されており、多様な市民参加形式の中で

の審議会等のあり方について整理する必要がある。  

取組内容  

(R1～ R4) 

市政への市民参加を促進し、透明で開かれた市政を推進するため、他自治体の取

組事例を調査し、登用率の向上策や他の市民参加手法の活用状況、審議会等のあ

り方について検討し、「小牧市審議会等設置及び運営指針」の見直しを行う。  

取組計画  
R1 R2 R3 R4 

実績  

小牧市審議会等設置及び運営指

針の見直し  

 
   

R1 実績  
令和元年５月に、審議会等の一覧及び委員名簿をとりまとめ、公募委員及び

女性委員の積極的な登用などに努めるように各課に通知した。  

R2 実績  

令和２年６月に、審議会等の一覧及び委員名簿をとりまとめ、公募委員及び

女性委員の積極的な登用などに努めるように各課に通知した。  

また、「小牧市審議会等設置及び運営指針」の見直しを図るため、他自治体

への調査を行う準備を進めた。  

R3 実績  

令和３年６月に、審議会等の一覧及び委員名簿をとりまとめ、公募委員及び

女性委員の積極的な登用などに努めるように通知した。  

また、市政への市民参加促進について、他自治体の取組事例を参考に「小牧

市審議会等設置及び運営指針」の見直しの検討を進めている。  

R４実績  

令和４年 8 月に、審議会等の一覧及び委員名簿をとりまとめ、公募委員及び

女性委員の積極的な登用などに努めるように通知した。  

また、「小牧市審議会等設置及び運営指針」の見直しの検討を進めている。  

 

 

 

 

 

  

実施  検討  調査  
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Ｎｏ．１１  情報公開の推進  担当課  総務課  

現状と課題  

（～ H30）  

公開会議の開催案内及び会議録を市ホームページ等に掲載しているが、会議録の

公開が速やかに行われていないものがある。  

平成 24 年 9 月からは、告示・公告を市ホームページに掲載することとした。  

取組内容  

(R1～ R4) 

全庁的な周知、研修等を実施し、速やかな市ホームページへの掲載に努めるなど、

行政の透明化を図るために情報の公開を一層推進させる。  

取組計画  
R1 R2 R3 R4 

実績  

公開会議の開催案内及び会議録

の市ホームページ等への掲載  

 
   

告示及び公告の市ホームページ

への掲載  
    

R1 実績  

会議の公開件数 138 件（うち会議録の公開済み件数 134 件）  

公開会議の会議録の速やかな公表を促している。  

令和 2 年 2 月に、情報公開及び個人情報保護に関する基礎研修を開催し、

職員 34 人が参加した。  

告示、公告したものを市ホームページへ掲載した。  

R2 実績  

会議の公開件数 80 件（うち会議録の公開済み件数 78 件）  

公開会議の会議録の速やかな公表を促している。  

令和 3 年１月に、個人情報保護に関する職員研修を開催し、職員 29 人が参

加した。  

告示、公告したものを市ホームページへ掲載した。  

R3 実績  

会議の公開件数１０５件（うち会議録の公開済み件数 7９件）  

公開会議の会議録の速やかな公表を促している。  

令和４年３月に、情報公開及び個人情報保護に関する基礎研修を開催し、職

員 32 人が参加した。  

告示、公告したものを市ホームページへ掲載した。  

R４実績  

会議の公開件数１３１件（うち会議録の公開済み件数１０８件）  

公開会議の会議録の速やかな公表を促している。  

令和５年３月に、個人情報保護法の改正に伴う事務説明会を開催し、職員８

２人が参加した。  

告示、公告したものを市ホームページへ掲載した。  

 

 

 

  

実施  

実施  
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Ｎｏ．１２  オープンデータの整備・拡充  担当課  行政改革課  

現状と課題  

（～ R1）  

平成 26 年よりオープンデータの推進に取組んできた。各課よりオープンデータ

として公開可能なデータを提出してもらい、市ホームページに公開している。  

しかし、公開しているデータ形式が、国の指定する推奨データセットの標準フォ

ーマットではないこと、公開しているデータ数が少ないこと及び公開頻度が低い

ことが課題として挙げられる。  

また、公開したデータの利用を促進する必要がある。  

取組内容  

(R2～ R4) 

オープンデータ推進による市政の透明性の向上や経済活性化、市民や地域コミュ

ニティと一体となり地域課題を解決する取組みを推進するために「小牧市オープ

ンデータ推進に関する基本方針」を策定した。庁内へのオープンデータ推進に関

する取組みを周知し、公開データの拡充、標準フォーマットへの対応及び定期的

なデータの更新を実施する。  

取組計画  
R1 R2 R3 R4 

実績  

オープンデータの公開  
 

   

オープンデータの整備・拡充      

オープンデータの利用促進      

R2 実績  
令和 2 年 12 月に「小牧市オープンデータ推進に関する基本方針」を策定し

施行した。庁内の公開可能なデータの洗い出しを実施した。  

R3 実績  

市ホームページにオープンデータライブラリとして 17８件のオープンデー

タを公開した。また、写真ライブラリとして 114 件の写真を公開した。  

令和 3 年 11 月にオープンデータ研修を実施した。  

オープンデータの掲載年月日を記載した。  

R４実績  

市ホームページのオープンデータライブラリについて、公開されているデー

タの精査及び最新の情報に時点修正した。  

写真ライブラリについて、令和４年度末までに市ホームページ内から移設

し、外部サイトを利用して写真データのカタログサイトを構築した。  

令和 4 年 11 月にオープンデータ研修を実施した。  
   

実施  検討  

検討  

実施  
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２．行政サービス         
 

(1) ICT を活用し市民の利便性を向上します  
 

【進捗状況を測定するための指標】  

指標名  基準値  目指す方向 R1 実績値  R2 実績値  R3 実績値  R4 実績値  

マイナンバーカード

の交付率  
13.73% ↑  17.2% 32.1% 48.19% 72.88% 

コ ン ビ ニ 交 付 の 交 付

件数  
3,873 枚  ↑  5,548 枚  

10,925

枚  

18,632

枚  

26.355

枚  

市 民 レ ポ ー ト シ ス テ

ム を 知 っ て い る 市 民

の割合  

7.6％  ↑  6.3% 9.9% 31.8% ―  

 

【具体的な取組項目】  

Ｎｏ．１３  
個人番号カード（マイナンバーカード）の

普及・各種サービスの利便性向上  
担当課  

秘書政策課  

市民窓口課（各支所） 

関係課  

現状と課題  

（～ H30）  

これまで、住民票の写しなどの各種証明書をコンビニエンスストア等で交付する

サービスを導入し、平成 30 年 4 月からコンビニ交付手数料を窓口交付手数料の

半額の 100 円に引き下げた。またカード交付促進のため、窓口で写真の無料撮影

を含めたマイナンバーカードの申請補助を行っている。  

マイナンバーカードを健康保険証として利用することが予定されていること等か

ら、さらなる交付促進が必要となる。  

取組内容  

(R1～ R4) 

個人番号カード（マイナンバーカード）の多目的利用に向けた調査検討を行う。

公共施設の利用カードとしての利用について導入の検討を進める。  

国の消費活性化策に対応した市民のマイナポイント予約・申込支援を行う。  

企業等へ出向きマイナンバーカードの申請受付を行う。  

マイナンバーカードの申請時来庁方式（本人限定郵便で受け取る方式）を行う。  

マイナンバーカード交付円滑化計画に基づき令和 4 年度中にほとんどの住民がマ

イナンバーカードを保有できるように普及促進を行っていく。  

取組計画  
R1 R2 R3 R4 

実績  

カードの多目的利用  
 

   

消費活性化策への対応      

マイナンバーカードの出張申請

受付の実施  
    

申請時来庁方式の導入      

  

調査・検討・実施  

準備  

検討  実施  

準備  実施  

実施  
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R1 実績  

マイナンバーカードの多目的利用を進めるため、プロジェクトチームを設置

し、調査研究を行った。令和 2 年 3 月より、市民病院においてマイナンバ

ーカードの診察券利用を開始した。  

８月からマイナンバーカードの交付方法として「交付時来庁方式」に加え、

「申請時来庁方式」を導入した。  

マイナンバーカードの小牧市民病院の診察券として利用登録及び開始時期

に合わせ、市民病院での出張申請受付を行った（計７日、１４９名）。  

令和２年度から企業等へのマイナンバーカード出張申請受付を開始するた

め、市内事業所１２７社へ事前周知とアンケートを行った。  

R2 実績  

令和 3 年 3 月の新図書館開館に合わせ、マイナンバーカードを図書貸出券

として利用できるようにした。  

国の消費活性化策であるマイナポイント事業の実施に関して、支所及び市役

所本庁舎 1 階のマイナンバーカード申請受付特設ブースにて市民のマイナ

ポイント予約と申込支援を行った。  

商業施設や市公共施設、市内小中学校等へ職員が出向き、マイナンバーカー

ドの「出張申請受付」を行った（延べ 21 回、計 553 名）。  

マイナンバーカードのより円滑な交付のため、８月から支所において、毎月

第４日曜日の午前中に交付臨時窓口を開設した。  

（令和２年度交付枚数 22,529 枚、交付率 32.14％）  

R3 実績  

国の消費活性化策であるマイナポイント事業の実施に関して、支所及び市役

所本庁舎 1 階のマイナンバーカード申請受付特設ブースにて市民のマイナ

ポイント申込支援を行った。また、支所及び本庁保険医療課にてマイナンバ

ーカードの保険証利用登録支援を行った。  

中央図書館やこまきこども未来館、老人福祉センター等人の集まる場所にて

マイナンバーカードの「出張申請受付」を行った（延べ 16 回、計 285 名）。 

マイナンバーカードの円滑な交付のため、１０月まで支所における交付臨時

窓口（月１回）を行った。また受取希望の多かった６～７月に本庁にて木曜

日の時間外と土曜日に交付臨時窓口を開設した（延べ６回）。  

８月下旬から開庁時間以外でも申請・受取の予約ができるインターネット予

約受付を開始した。  

R４実績  

国の消費活性化策であるマイナポイント事業（第２弾）の実施に関して、支

所及び市役所本庁舎 1 階のマイナンバーカード申請受付特設ブースにて市

民のマイナポイント申込支援とマイナンバーカードの保険証利用登録支援、

公金口座登録支援を行った。  

ピアーレ桃花台にて国と協同してマイナンバーカード出張申請を４月に２

日間実施した。また、県主催の出張申請車を利用した出張申請へ事業申請を

行い、９月に市内のドラッグストアで開催した。市単独では、介護展、図書

館、高齢者学級等で啓発と出張申請受付を行った。  

また、期日前投票期間中、投票所出口でのマイナンバーカード啓発のビラ配

り、区長会役員会でのマイナポイント事業等の周知を行った。区長郵便も活

用し、出張申請のＰＲも行い、９月に三ツ渕区会館で出張申請受付を行った。 
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Ｎｏ．１４  自動応答システムの導入  担当課  広報広聴課  

現状と課題  

（～ H30）  

市民からの問合せは、日々多く寄せられているが、受付時間は市役所の開庁時間

に限られている。一方、仕事などで開庁時間に問合せができない市民も少なくな

い。このような状況に対して、市ではホームページの内容を充実させる等、対応

を行っているものの、掲載されている多くの情報から市民が必要とする情報にた

どり着くことが容易ではない状況もある。  

取組内容  

(R1～ R4) 

AI 技術を活用した自動応答システムを導入し、市民が２４時間３６５日、いつで

も気軽に問合せができる環境をつくり、市民サービスの向上を図る。  

取組計画  
R1 R2 R3 R4 

実績  

自動応答システムの導入  
 

   

R1 実績  

令和元年 11 月に自動応答システムを導入し、「こまき山コンシェルジュサ

ービス」として試行運用を開始した。導入当初の主な取扱内容は、「住民

票・戸籍・マイナンバーカード等の市民窓口業務」と「ごみについて」とし

た。  

R2 実績  

運用の中で日常的に対応ログをチェックし、必要に応じて随時ＦＡＱの追

加・修正などをすることで、利便性の向上に努めた。  

また、画面表示の見やすさや検索内容の追加等、システムのリニューアルを

行った。  

R3 実績  

運用の中で日常的に対応ログをチェックし、必要に応じて随時ＦＡＱの追

加・修正などをすることで、利便性の向上に努めた。  

また、愛知県が共同で調達している自動応答システムについて、小牧市での

導入の可能性について調査研究を進めた。  

R４実績  

運用の中で日常的に対応ログをチェックし、必要に応じて随時ＦＡＱの追

加・修正などをすることで、利便性の向上に努めた。  

１０月より愛知県が共同で調達している自動応答システムへ乗り換えた。Ｆ

ＡＱの項目数を２０倍程度に増やしたうえ、ＡＩの機能を大幅に向上したこ

とで、より正確に回答できるよう改善した。  

 

 

 

 

 

 

  

導入  準備  
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Ｎｏ．１５  
市民レポートシステム「まちレポこまき」

の運用  
担当課  広報広聴課  

現状と課題  

（～ H30）  

道路の陥没など地域の課題について、市民から情報提供いただく新たなシステム

の導入に向け、調査・研究を進め、検討を行った。  

取組内容  

(R1～ R4) 

令和元年７月より、LINE を活用した市民レポートシステム「まちレポこまき」の

運用を開始し、道路の不具合において、市民からの情報提供を受け対応する。  

取組計画  
R1 R2 R3 R4 

実績  

市民レポートシステム「まちレ

ポこまき」の運用  

 
   

R1 実績  

令和元年７月に「道路の不具合」を対象に、ＬＩＮＥを活用した「まちレポ

こまき」の試行運用を開始した。  

試行運用開始から年度末までに、 44 件の案件を受理した。  

R2 実績  

「まちレポこまき」の試行運用における検証結果をまとめるとともに、６月

には情報提供対象を増やす目的で各課照会を行い、本格実施に向け検討を行

った。  

８月から、道路の不具合に、「ガードレール」「街路灯」「公園の遊具」の

不具合を加え、本格運用を開始し、その周知に努めた。  

R3 実績  

「まちレポこまき」の情報提供項目を増やすため、４月に各課照会を行い、

５月から「違反屋外広告物」を追加した。  

「まちレポこまき」のさらなる利用促進や、正しい使い方を PR するため、

LINE で不具合を通報する際の「まちレポこまき」の使い方や操作方法など

を、ケーブルテレビを活用し、広く啓発した。  

R４実績  

一般市民を対象としたタウンミーティングや高齢者が参加するスマートフォ

ン活用講座等で「まちレポこまき」の使い方や操作方法などの PR を行っ

た。  

 

 

 

 

 

 

  

準備  実施  
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Ｎｏ．１６  施設予約システムの改善  担当課  
文化・スポーツ課 

関係課  

現状と課題  

（～ H30）  

市内の文化施設、体育施設等に端末 40 台を設置し、利用者の身近な施設で施設

予約ができるようにしている。  

インターネット上で、施設の予約状況を確認できるが、予約はできない仕様とな

っている。  

令和元年 10 月に、リース満了に伴うシステム機器の更新にあわせて、現行シス

テムの更新を行った。  

取組内容  

(R1～ R4) 

システム機器の次回更新時期を念頭に、キャッシュレス決済やインターネット予

約等に対応した新予約システムの導入を検討する。  

取組計画  
R1 R2 R3 R4 

実績  

料金支払い方法の見直し  
 

   

新施設予約システムの導入      

施設予約ルールの見直し      

新施設予約システムの構築      

R1 実績  

小牧市における現行システムの課題整理を行った。  

また、愛知県システムに加え、施設予約システムを導入している他の自治体

に聞き取り等をし、小牧市に最適なシステムの検討を行った。  

R2 実績  

施設利用者の利便性を高めるため、施設予約端末を所有する施設も交え、使

用料の支払い方法等について、運用上の課題・対応等の検討を行った。  

また、小牧市デジタルイノベーション推進委員会作業部会（公共施設予約シ

ステムチーム）にてキャッシュレス決済やインターネット予約等の機能の検

討をはじめ、新施設予約システム導入に向け、必要な機能の精査を行った。  

R3 実績  

小牧市デジタルイノベーション推進委員会作業部会（公共施設予約システム

チーム）を開催し、キャッシュレス決済やインターネット予約等の機能の検

討をはじめ、新施設予約システム導入に向け、必要な機能、運用の精査を行

った。令和５年１月の稼働を目指し、令和３年１１月から令和４年１月にか

けて構築業務委託プロポーザルを行った。令和４年３月にプロポーザルで決

定した最適者と構築業務委託契約を締結した。  

R４実績  

令和３年度に構築業務委託契約を締結した委託業者とシステムの構築を行

い、令和５年１月４日より新システムが稼働した。利用者がオンラインで予

約ができるだけでなく、オンライン抽選やクレジットカード決済などの新機

能を追加した。  
   

検討  見直し  

課題整理及び調査・検討  

実施  

検討  周知  
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(2) 窓口業務などを改善・充実します  
 

【進捗状況を測定するための指標】  

指標名  基準値  目指す方向 R1 実績値  R2 実績値  R3 実績値  R4 実績値  

休日窓口（市民課）

での取扱件数  

20,361

件  

（R1 度）  

↑  
20,361

件  

19,279

件  

18,505

件  

20,221 

件  

支 所 窓 口 （ 拡 充 業

務）での取扱件数  

3,538 件  

（R1 度）  
↑  3,538 件  5,094 件  6,798 件  7,506 件  

取 扱 業 務 を 拡 充 し

た支所数  
１  ↑  1 3 3 ３  

 

【具体的な取組項目】  

Ｎｏ．１７  窓口業務の改善  担当課  

行政改革課  

市民窓口課（各支所） 

関係課  

現状と課題  

（～ H30）  

平成 29 年度より順次、市民課証明等発行窓口や異動窓口での取扱業務を拡充し

た。  

平成 30 年 10 月より、市民の利便性の向上と本庁舎の混雑の緩和を図るため、

篠岡支所における取扱業務を拡充するとともに、同年度末より繁忙期の臨時窓口

の開設や月 1 回の休日窓口を実施した。  

今後も様々な手段により、窓口業務の手続きの簡素化や迅速化など利便性の向上

を推進する必要がある。  

取組内容  

(R1～ R4) 

日曜日の休日窓口の開庁日時を拡充するとともに、取扱業務の拡充を検討する。  

おくやみコーナー（死亡に伴う各種手続きを行うワンストップ窓口）の開設、さ

らなる支所窓口業務の拡充を実施するほか、窓口業務の改善に継続的に取組み市

民の利便性向上を図る。  

取組計画  
R1 R2 R3 R4 

実績  

窓口業務の改善  
 

   

おくやみコーナーの開設      

味岡支所・北里支所窓口業務の

拡充  
    

R1 実績  

平成 3１年 4 月より、市民の利便性の向上を図るため、年末年始を除く毎週

日曜日に住民異動届や市税等の収納等の取扱業務を拡充し休日窓口を実施し

た。主な取扱件数として住民異動届出が１，３９５件、証明書発行が１５，１

９８件、市税等の収納が１，１００件であった。  

また、おくやみコーナー開設に向け、先進地視察（大分県別府市及び兵庫県

三田市）によりノウハウや資料の提供を受けた後、庁内の関係部署と連携し

て対象業務の整理や運用方針の検討を行うなど準備を進めた。  

さらに、篠岡支所での取扱業務の拡充実績を踏まえ、味岡支所・北里支所で

も国民年金、国民健康保険、後期高齢者医療、子ども医療、児童手当の手続

きができるよう、関係各課と調整し、人員配置、フロア配置及びシステム改

修など業務実施体制や費用について検討を行った。  

実施  

実施  

実施  

検討・準備  

検討・準備  
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R2 実績  

おくやみコーナーは、試行期間を経て令和 2 年 10 月から事前予約制で受付

を開始した。あわせて、遺族の方が死亡届提出後に必要となる手続きについ

てまとめた「おくやみハンドブック」を作成し、配布を開始した。  

また、令和２年 10 月より、市民の利便性の向上と本庁舎の混雑の緩和を図

るため、北里・味岡支所における取扱業務（国民年金、国民健康保険、後期高

齢者医療、子ども医療、児童手当）を拡充した。  

本庁舎１階の窓口呼出しシステムの更新に向けた検討を行った。  

R3 実績  

本庁舎１階の窓口呼出しシステムの更新のために、プロポーザルを実施し、

業者を決定した。令和４年２月より、新たな呼出しシステムを導入し、案内

掲示板や WEB 上で待ち人数が確認できるなど、市民の利便性の向上を図っ

た。  

令和４年２月から～書かずに簡単らくらく窓口～『こまきスマート窓口』を

開始した。「こまきスマート窓口」では証明発行や住民異動（転居・転出）等

の窓口において、職員が利用者の本人確認をしたうえで用件を聞き取り専用

システムから申請書等を作成するため、利用者が申請書等にほとんど記載す

ることなく手続きができる。「こまきスマート窓口」の導入により、市民の手

続きにかかる負担を軽減することができた。  

R４実績  

令和４年６月からは、転入に関する手続きについて、「こまきスマート窓口」

を開始した。また、１１月からは各支所において、本庁舎で導入済みの「こま

きスマート窓口」の手続きのうち、各支所で行うことのできる手続きについ

て、取扱いを開始した。  

新たにマイナンバーカードに関連する申請書をこまきスマート窓口に追加し

た。  

また、令和４年６月から市民窓口課窓口及び各支所での手数料の支払いにつ

いて、キャッシュレス決済指定管理の運用を開始した。多様な決済方法に対

応することで、市民の利便性向上に繋がった。  
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Ｎｏ．１８  オンライン手続きの拡充  担当課  行政改革課  

現状と課題  

（～ R1）  

これまでも転出届や上下水道使用中止届などの窓口サービスとして行っている各

種手続きについて、あいち電子申請・届出システムを利用し、PC やスマートフォ

ンのインターネットを通じて、行政手続の受付・申込を行っているが、新型コロ

ナウイルス感染症拡大防止の観点から、非対面・非接触・ペーパーレスで完結で

きる仕組みが必要である。  

取組内容  

(R2～ R4) 

国の動向を注視しつつ各種手続きについて、受付・申込から決済、受取まで完了

できるようなオンライン上での手続きの拡充に向けた環境整備を進める。  

取組計画  
R1 R2 R3 R4 

実績  

オンライン申請（あいち電子申

請・届出システム）  

 
   

行政手続等における押印の廃止      

オンライン上での手続きの拡充      

R2 実績  

令和３年１月１日から、法令や国・県の制度等により押印を必要とする手続

を除く約 2,000 種類について押印を廃止した。  

非対面・非接触・ペーパーレスが可能となるオンライン上での手続きの拡充

に向け、情報収集を行った。  

R３実績  

本市における行政手続きのオンライン化の方向性を取り決め、行政手続きの

棚卸を行うとともに、オンライン上での手続きの拡充を検討し、５月からこ

ども政策課で「児童クラブ休会届」「児童クラブ退会届」「児童クラブ加入期

間変更届」、８月から市民窓口課で「マイナンバーカード受取・申請インター

ネット予約」、令和４年３月からは「子ども医療費受給者証の交付申請」及び

「変更申請」のオンライン受付を開始した。  

また、全庁的に行政手続きのオンライン化を進めるため、条例や規則の改正

及び要綱制定を行うために準備を進めた。  

なお、国の動向を踏まえる必要がある手続きについては、国のオンライン化

のスケジュールに沿って、関係課と連携を図りながら拡充を進めた。  

さらに、来年度より、子育て世代包括支援センターで「産後ケア事業申請」

「低体重児届出」「こまき妊娠ＳＯＳ」のオンライン化及びこども政策課で

「児童クラブ加入申込」「児童クラブ費用減免申請」をオンライン上で手続

きが行えるよう担当課と調整して進めた。  

R４実績  

令和４年度行政手続のオンライン化実施方針を策定し、国が「特に国民の利

便性向上に資する手続」と指定している２７手続きのうち、オンライン化さ

れていない 18 手続きと手数料等の決済が不要かつ取扱件数が多いなど、オ

ンライン化をすることによる効果が大きいと見込まれる６４手続きのオンラ

イン化を進め、を令和５年４月１日時点で１２２手続きがオンラインより手

続きが行えるようになった。  

また、全庁的に行政手続のオンライン化を進めるため、市長部局及び教育委

員会事務局において「行政手続等における情報通信の技術の利用に関する要

綱」を制定した。  
   

実施  

実施  

準備・検討  
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(3) 民間活力の活用や連携を推進します  
 

【進捗状況を測定するための指標】  

指標名  基準値  目指す方向 R1 実績値  R2 実績値  R3 実績値  R4 実績値  

指定管理者制度導入

施設に満足している

利用者の割合  

84.8% 

（R1 年

度）  

↑  84.8% 86.2% 88.4% 88.4％  

新規に外部委託した

業務の件数  
０件  ↑  １件  4 件  1 件  ４件  

 

【具体的な取組項目】  

Ｎｏ．１９  指定管理者制度、民間移管の活用  担当課  行政改革課  

現状と課題  

（～ H30）  

「小牧市指定管理者制度に関する指針」を適宜見直すとともに、指針に基づき、

指定管理者制度の適正な活用に取組んできた結果、平成３１年４月１日現在、公

の施設 352 施設のうち、118 施設に指定管理者制度を導入した。（うち公募は

１４施設）  

また、保育園については、延長保育や休日保育など多様な保育ニーズに対応しな

がら民間移管を進めた。  

取組内容  

(R1～ R4) 

民間活力の導入によるサービスの向上を図るため、指定管理者制度を活用しなが

ら、制度の効果的かつ円滑な運用に向けて指針の見直しを随時行う。  

また、制度導入から１０年以上が経過し、施設の適切な管理運営が継続できるよ

うモニタリング手法の改善に向けた検討を行う。  

取組計画  
R1 R2 R3 R4 

実績  

指定管理者制度に関する指針の

見直し  

 
   

モニタリング手法の改善      

R1 実績  

平成３１年４月現在、指定管理者制度導入施設は 118 施設（うち、公募選定

14 施設）。  

平成３１年４月２５日より小牧山城史跡情報館（れきしるこまき）について、

任意指定による管理運営を開始した。  

モニタリングの改善に向けて施設利用者の満足度がより分かりやすく集計で

きるようアンケート様式の改善を行った。  

R2 実績  

令和２年４月現在、指定管理者制度導入施設は 118 施設（うち、公募選定

14 施設）。  

また、令和２年９月１日よりこまき市民交流テラスについて、任意指定によ

る管理運営を開始した。  

新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止に伴う指定管理者制度導入施設の

様々な対応に係る指定管理料の精算の考え方（返還対象）について、全庁的

に整理を行い各施設の状況にあわせて対応した。  

R３実績  

令和３年４月現在、指定管理者制度導入施設は１１９施設（うち、公募選定

14 施設）。  

指定管理者制度に関する指針を改定し、個人情報の適切な取扱い方や法令等

の遵守について制度・体制を整えるため現場確認の必要性を指針に追加する

ことで、モニタリングで確認すべきことをより具体化した。また、指定管理

料について、選定時の事業者から提出される収支予算書に基づき指定管理料

を決定していることから、基本的には、指定期間中は選定時の金額を超えな

い範囲で年度協定を締結する旨を指針に追加した。  

R４実績  

令和４年４月現在、指定管理者制度導入施設は１２０施設（うち、公募選定

14 施設）。また、令和４年 4 月に、小牧市立一色保育園について民営化し

た。今後とも、指定管理施設の適切な管理運営を図るために、随時、指針の

見直しなどを検討していく。    

実施  

実施  検討  
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Ｎｏ．２０  民間委託、連携の推進  担当課  行政改革課  

現状と課題  

（～ H30）  

「民間委託推進計画（平成 25～30 年度）」をもとに、新たな対象業務を追加し

ながら、ごみ収集業務、東部学校給食センターの調理及び配膳業務等の民間委託

を実施するとともに、平成 30 年 4 月からは、クリーンセンター（し尿及びし尿

浄化槽汚泥の処理施設）の長期包括施設管理委託業務を開始した。  

取組内容  

(R1～ R4) 

限られた人材で様々な業務に効果的・効率的に対応するため、今後も「民間委託

の推進に関する指針」に基づき、市民サービスの向上や経費削減等の費用対効果

を見極めながら業務の委託を進める。  

また、必要に応じて民間事業者との対話（サウンディング調査）などの効果的な

事業実施に向けた連携を行う。  

取組計画  
R1 R2 R3 R4 

実績  

指針に基づく新規委託の検討   
 

  

R1 実績  
平成３１年 4 月から障がい福祉課で定型的な申請受付及び内部事務の業務に

ついて民間委託を開始した。  

R2 実績  
令和２年 10 月から保険医療課医療係の窓口業務（福祉医療、後期高齢者医

療等）について民間委託を開始した。  

R３実績  
令和３年８月からこども政策課の「児童扶養手当現況届等受付業務」につい

て、人材派遣会社へ事務委託した。  

R４実績  

令和４年４月から幼児教育・保育課で保育園給食調理等業務（第二、さく

ら、山北、本庄保育園）について民間委託を開始した。  

今後とも、市民サービスの向上や経費削減等を図っていくために、様々な公

民連携の手法について研究を進めていく。  

実施  
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３．行政運営           

 

(1) 時代に即した人材マネジメントの推進と組織体制の整備を行い
ます 
 

【進捗状況を測定するための指標】  

指標名  基準値  目指す方向 R1 実績値  R2 実績値  R3 実績値  R4 実績値  

自課の組織目標を認

識して職務に取り組

んでいる職員の割合  

97.9% 

（令和 2

年度）  

↑  ―  ―  97.1％  98.3% 

行動規範の内容を理

解している職員の割

合  

97.5％  ↑  ―  ―  ―  98.5％  

窓口などでの職員の

応対に満足している

市民の割合  

87.3% ↑  87.9% 90.3% 89.3％  ―  

組織横断的なプロジ

ェクトチームの設置

数  

３  ↑  4 5 5 ５  

 

【具体的な取組項目】  

Ｎｏ．２１  定員管理の適正化及び多様な人材の確保  担当課  人事課  

現状と課題  

（～ H30）  

これまでも定員管理の適正化を進めてきた中で、引き続き、定員管理の適正化を

進めるとともに、少数精鋭ながらも市民サービスの維持・向上を図るために多様

な人材を確保・活用する必要がある。  

また、令和 2 年度から開始する会計年度任用職員の適切な活用も含めて検討する

必要がある。  

取組内容  

(R1～ R4) 

簡素で効率的な行財政運営を行うために、職員数の適正な管理と会計年度任用職

員を含めた適正な職員配置を進めていく。  

また、効率的で質の高い行財政運営を展開するうえで、必要となる人材を確保す

るために、キャリアや経験を重視した社会人採用や専門的知識を保有した人材の

採用を行う。  

取組計画  
R1 R2 R3 R4 

実績  

職員配置の適正化  実施     

社会人採用の実施      

任期付職員の採用      

R1 実績  

キャリアや経験を重視した、民間企業等職務経験者の採用試験を実施すると

ともに採用が困難な土木技師など専門職の採用が可能となるよう、その試験

を統一試験より前に実施した。なお、保育士について採用予定数を下回った

実施  

実施  

実施  
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ため、２月に追加募集を実施した。また、育児休業の職員の代替としての一

般任期付職員の採用試験を行った。  

R2 実績  

令和２年度は、新型コロナウイルス感染症の影響により、採用困難な土木職

や保育士の採用試験を先行して実施できなかったものの、民間企業等職務経

験者の採用試験を行うとともに、9 月及び１１月に土木職などの追加募集を

実施し、専門職の採用予定数の確保に取組んだ。また、育児休業の職員の代

替としての一般任期付職員の採用試験を行った。  

R３実績  

令和３年度は、新型コロナウイルス感染症の影響もあったが、採用困難な土

木職、保育士、保健師の採用試験を先行して５月に実施した。また、民間企

業等職務経験者の採用試験を行うとともに、新たに保育士経験者の採用枠を

設け即戦力となる職員の確保に努めた。１１月に土木職や保育士などの追加

募集、1 月に消防職の追加募集を実施し、専門職の採用予定数の確保に取組

んだ。さらには、育児休業の職員の代替としての一般任期付職員の採用試験

を１１月の一般事務職の追加募集にあわせて行った。  

R４実績  

職員配置要望を基に業務量を考慮した上で新たに必要となる職員数を決定

し、採用試験を実施した（会計年度任用職員も同様）。  

専門職は、土木、建築、社会福祉士、保育士、保健師、歯科衛生士の採用試

験を実施したが、土木、保健師の必要数が確保できなかった。  

また、従来どおり民間企業等職務経験者の採用試験を実施した。  
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Ｎｏ．２２  柔軟な職員体制・配置  担当課  人事課  

現状と課題  

（～ H30）  

年度単位を基本とした、行政活動にあわせた職員配置を基本に、人事異動等を実

施しているが、社会情勢の変化や行政需要の急速な拡大に迅速かつ柔軟に対応す

る必要がある。  

取組内容  

(R1～ R4) 

引き続き、行政運営の効率化及び円滑化並びに迅速化を図るために、年度途中の

人事異動や、職員の流動的配置など柔軟で機能的な職員配置制度を活用する。  

取組計画  
R1 R2 R3 R4 

実績  予定  

年度途中の人事異動      

流動的配置制度の活用      

R1 実績  

令和元年度については例年 7 月に実施している主に窓口部門の繁忙期を避け

た異動を 8 月 1 日の旧都市建設部の組織改正に伴う人事異動とあわせて実

施した。また、業務の繁閑に対応するために、職員の流動的配置 (地域活性

化営業部 1 名、市民生活部３名、こども未来部 1 名、旧都市建設部 2 名 )を

実施した。  

R2 実績  

令和 2 年度については、4 月の定期人事異動は新型コロナウイルス感染症の

影響により最小限の異動となった。その後、 5 月 1 日には特別定額給付金支

給事務に伴う人事異動を、7 月 1 日には４月の人事異動を補う人事異動を行

った。  

さらに、10 月には職員の欠員に対応するための人事異動を行い、 12 月に

は多世代交流プラザの供用開始に向けて人事異動を行った。  

また、業務の繁閑に対応するために、職員の流動的配置 (総務部２名、地域

活性化営業部１名、健康生きがい支え合い推進部１名、都市政策部３名 )を

実施し、市民サービスの維持・向上に対応する職員配置を行った。  

R３実績  

令和３年度については、新型コロナウイルスワクチン接種推進室の体制強化

を図るため、事業の進捗状況を踏まえながら職員の兼務発令などを年度途中

に実施し (6 月に 2 回、9 月 )、７月には例年実施している窓口部門の繁忙期

を避けた異動を実施するとともに、１２月にはワクチン接種推進室のさらな

る体制強化を図るために３名の専任職員の増員、１月には臨時特例給付金支

給事務に対応するための異動を行った。また、業務の繁閑に対応するため

に、職員の流動的配置 (総務部１名、福祉部２名 )を実施した。  

R４実績  

令和４年度については、例年７月に実施している窓口部門の繁忙期を避けた

異動を実施した。また、業務の繁閑に対応するために、職員の流動的配置

(総務部３名（選挙管理委員会事務局を含む。）、地域活性化営業部１名、

福祉部１名、こども未来部４名 )を実施した。  
  

実施  

実施  
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Ｎｏ．２３  人事評価制度の推進  担当課  人事課  

現状と課題  

（～ H30）  

平成２０年度に人事評価制度を本格導入し、平成２１年度から評価結果を管理職

に反映。平成２４年度からは主査以上の役職者へ反映した。  

取組内容  

(R1～ R4) 

引き続き給与水準の適正化に努めるとともに、行政サービスの一層の向上に向け、

職員のモチベーション向上や成長を図るため、引き続き人事評価制度の改善を施

しながら推進する。  

取組計画  
R1 R2 R3 R4 

実績  

給与水準の適正化  
 

   

人事評価制度の運用      

R1 実績  

主査級以上の役職者３０７人に対して人事評価結果を勤勉手当に反映させ

た。引き続き、５５歳を超える職員について、昇給停止を行うとともに人事

評価結果を昇給に反映させた。人事院勧告に基づき、給与改定を行い適正化

に努めた。  

R2 実績  

主査級以上の役職者３１２人に対して、人事評価結果を勤勉手当に反映させ

た。引き続き、５５歳を超える職員について昇給停止を行うとともに、人事

評価結果を昇給に反映させた。人事院勧告に基づき、給与改定を行い適正化

に努めた。  

R３実績  

主査級以上の役職者４０７人に対して人事評価結果を勤勉手当に反映させ

た。引き続き、５５歳を超える職員について昇給停止を行うとともに、人事

評価結果を昇給に反映させた。また、今後、ハラスメントの根絶に向けた提

言書を踏まえ、人事評価制度の見直しについて検討を進めていく。  

R４実績  

主査級以上の役職者４１２人に対して人事評価結果を勤勉手当に反映させ

た。引き続き、５５歳を超える職員について昇給停止を行うとともに、人事

評価結果を昇給に反映させた。  

令和４年度から、保育士、技能労務職についても人事評価制度を試行から本

格実施とした。  

定年延長を踏まえた人事評価制度の見直しと３６０度評価について検討を進

めていく。  

実施  

実施  
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Ｎｏ．２４  人材育成方針、行動規範の策定・推進  担当課  人事課  

現状と課題  

（～ H30）  

現在の人材育成基本方針は策定から 15 年近くが経過し、これからの時代に対応

した人材育成方針や行動規範の策定が必要となっている。  

取組内容  

(R1～ R4) 

高度・多様化する市民要望に応えるために、これからの時代に対応した人材育成

方針と職員の行動規範を策定する。  

取組計画  
R1 R2 R3 R4 

実績  

人材育成方針の策定・運用  
  

  

行動規範の策定・運用  
 

 
 

 

R1 実績  

他自治体において人材育成基本方針の策定内容や運用状況などについて調査

を行った。  

また、職員の行動規範について他市の事例について調査を行った。  

R2 実績  
引き続き他自治体の基本方針も参考に、これからの時代に対応した人材育成

基本方針とするため、従来の基本方針の一部改正の準備を進めた。  

R３実績  

人材育成基本方針の改正を検討するにあたって、現在、本市が力を入れてい

る職場ハラスメントの根絶やコンプライアンス意識の向上など、時代に即し

た内容に改める必要がある。また、職員に求められる内容を示した行動規範

と連携を図る必要があり、これらを総合的に体系化するため、令和４年度に

人材育成基本方針の改定を検討する。  

R４実績  

人材育成基本方針の改正に当たり、職員の意識調査を実施した。  

ハラスメントの根絶やコンプライアンス意識の向上、デジタル人材の育成な

ど、時代に即した内容に改める必要がある。また、職員に求められる内容を

示した行動規範と連携を図る必要があり、これらを総合的に体系化するた

め、引き続き人材育成基本方針の改定に関して検討を進めていく。  

実施  策定  

実施  策定  
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Ｎｏ．２５  ハラスメント防止体制の強化  担当課  人事課  

現状と課題  

（～ H30）  

平成 30 年４月からハラスメントの防止及び排除のため、行政経営課内に、職員

向けに「相談苦情処理窓口」を設置し、職場等のハラスメントの相談を受けてい

る。相談窓口については、職員に対して周知し、利用しやすい環境づくりに努め

る必要がある。  

取組内容  

(R1～ R4) 

職場等におけるハラスメントを防止するため、研修を実施する。また、職員が職

場等におけるハラスメントの疑いや、強いストレスを受けた場合には、人事課に

設置するハラスメント相談窓口を利用してもらう。  

取組計画  
R1 R2 R3 R4 

実績  

ハラスメント防止研修の実施  
 

   

ハラスメント相談窓口の設置、

活用  
    

R1 実績  

ハラスメントの防止及び排除のために職員の相談窓口を設置し、４件の相談

があった。さらに、相談窓口の存在やその内容について職員に対する周知を

行うため、リーフレットを作成し、正規職員、非常勤職員を含め全職員に対

して配布を行った。また、職員に対して職場等におけるハラスメントの防止

及び排除のため、すべての課長職及び係長職を対象に令和 2 年 1 月に職員

研修を実施した。  

R2 実績  

相談苦情処理窓口の名称を「ハラスメント相談窓口」に変更した。  

引き続き、新規採用職員などに、職員向けのハラスメント相談窓口のリーフ

レットを配布し、職場等のハラスメントの相談について周知した。令和２年

度は、これまでに８件の相談を受ける。また、職員に対して職場等における

ハラスメントの防止及び排除のため、主に新任課長職及び新任係長職と一定

年数を経過した職員などを対象に職員研修を行った。  

ハラスメントを根絶し、職員が快適に働くことができる職場環境を実現する

ために必要な取組みについて検討するため、ハラスメント根絶等推進特別チ

ームを設置し、検討会議を開催した。  

R３実績  

令和２年度に設置したハラスメント根絶等推進特別チームにおいて、令和２

年１２月末から９回にわたりハラスメント根絶に向けた検討会議を開催し、

１０月末に特別チームから市長に提言を行った。提言内容の実施に向けて、

提言とあわせて提出されたハラスメント防止要綱の一部改正案と、ハラスメ

ント防止指針案の内容について、１２月に全職員を対象にパブリックコメン

トを実施したところであり、寄せられた意見のとりまとめ、２月にハラスメ

ント防止要綱の一部改正を行うとともに、ハラスメント防止指針を策定し

た。また、７月を「ハラスメント根絶強化月間」と定め全職員を対象に動画

配信研修などを実施するとともに、１１月に部長、次長、課長、係長などの

管理監督者に加え、主査及び主任を対象に、１月に主事などの一般職員を対

象にハラスメント防止研修を実施した。  

R４実績  

令和４年４月からハラスメント外部相談窓口を設置するとともに、ハラスメ

ント相談窓口案内カードを全職員に配布し、職場等のハラスメント相談につ

いて周知した。研修については７月を「ハラスメント根絶強化月間」と定め

全職員を対象に動画配信研修などを実施するとともに、１０月に部長、次

長、課長、係長などの管理監督者に加え、主査、主任、主事、新規採用職員

を対象にハラスメント防止研修を実施した。また、１１月に課長級昇格者、

係長級昇格者を対象にハラスメント相談対応力向上研修を実施した。  
  

実施  

実施  
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Ｎｏ．２６  職員研修制度の充実  担当課  人事課  

現状と課題  

（～ H30）  

自ら考えながら研修が受講できるよう選択型研修や資格取得支援制度の導入、自

主研究グループなど自学型研修の充実を図った。多様化・専門化する市民ニーズ

等に対応するため、職員に求められる能力が高度化・専門化するとともに、研修

内容も時代に適応したものへと見直す必要がある。  

取組内容  

(R1～ R4) 

高度・多様化する市民要望に応えるために、高度な専門知識・技能・実務を習得

させるとともに、自ら学習する自学のプロセスを支援する。研修委員会等での意

見を踏まえ、他自治体等の研修内容も参考に専門研修、実務研修など研修メニュ

ーの充実や、研修制度の一部見直し等を実施する。  

取組計画  
R1 R2 R3 R4 

実績  

派遣研修の充実（国、県、他自治

体、専門研修機関）  

 
   

自学型研修の充実      

研修メニュー、制度の充実      

R1 実績  

派遣研修として国に 2 名、愛知県に 3 名、自治大学校に課長職 1 名、係長

職 1 名を専門研修機関に派遣し、高度な専門知識・実務経験などの習得を図

った。また、通信教育制度などの研修を引き続き行うとともに、研修制度に

ついては、特に職場ハラスメントの防止及び排除に向けて、新任課長職及び

新任係長職を新たに研修対象に追加した。  

R2 実績  

令和元年度と同様、国に 2 名、愛知県に 3 名の職員を派遣しているが、新

型コロナウイルス感染症の影響により、自治大学校への市職員派遣は中止と

した。また、通信教育制度と資格取得補助制度については、当初公募を行う

が予定人数より少なかったことから追加募集を実施し、受講を促した。  

R３実績  

国に 2 名、愛知県に２名、地方公共団体情報システム機構に１名の職員を派

遣し、高度な専門知識・実務経験などの習得を図った。自治大学校へ係長職

１名の派遣を実施した。また、通信教育制度などの自学型研修を行った。研

修計画については、研修委員会において研修内容や開催回数などの見直しを

検討した。また、令和４年度にデジタル庁に職員を１名派遣するための庁内

公募を実施した。  

R４実績  

国に２名、愛知県に２名、県の後期高齢者医療広域連合に１名の職員を派遣

し、高度な専門知識・実務経験などの習得を図った。自治大学校へ課長職１

名、係長職１名の派遣を実施した。  

また、通信教育制度などの自学型研修を引き続き行った。研修計画について

は、研修内容や開催日時の統廃合を行い、研修体系のスリム化を図ること

で、各職員の研修への参加意欲向上を図った。  

 
  

実施  

実施  

実施  
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Ｎｏ．２７  ワーク・ライフ・バランスの推進  担当課  人事課  

現状と課題  

（～ H30）  

行政需要の多様化や国や県からの権限移譲に伴い、市が担う業務が増加する中、

20 時退庁や夏季朝型勤務制度などに取組んできたが、引き続きワーク・ライフ・

バランスを推進し職員のモチベーションを向上させる等の必要がある。  

取組内容  

(R1～ R4) 

20 時退庁や夏季朝型勤務制度などワーク・ライフ・バランスの推進を継続し生

産性を高めながら時間外勤務を縮減し、職員が意欲的・効率的に働く職場風土を

醸成する。  

テレワークの活用については、まずは新型コロナウイルス感染症拡大防止の三密

（密閉・密集・密接）解消の緊急対応として実施する。  

取組計画  
R1 R2 R3 R4 

実績  

20 時退庁、時差出勤制度の運用  
 

   

R1 実績  

ワーク・ライフ・バランスの推進を継続し、時間外勤務の縮減を図るため、

引き続き 20 時退庁と朝型勤務制度を実施するとともに、多様な働き方を目

指した新たな取組みとして、令和 2 年 2 月から夕型勤務制度を試行した。 

R2 実績  

ワーク・ライフ・バランスの推進を継続し、時間外勤務の縮減を図るため、

引き続き 20 時退庁について実施した。また、新型コロナウイルス感染症の

影響により通勤時の密集緩和を図るため、 4 月末から朝型勤務制度と夕型勤

務制度を同時に行い、6 月からは両制度を時差出勤制度として一本化し、通

年利用可能となるよう制度化を行った。  

令和２年４月に新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、勤務場所内にお

ける職員密度を下げ、また、業務停止の事態を避けるため、出勤とテレワー

ク（在宅勤務またはサテライトオフィス勤務）を隔日で実施するよう取組ん

だ。  

R３実績  

ワーク・ライフ・バランスの推進を継続し、時間外勤務の縮減を図るため、

引き続き 20 時退庁について実施するとともに、新型コロナウイルス感染症

対策として、通勤時の密集緩和を図るため、時差出勤制度を実施した。時差

出勤とあわせて、勤務場所内における職員密度を下げ、業務停止の事態を避

けるため、引き続きテレワーク (在宅勤務またはサテライトオフィス勤務 )に

取組んだ。  

R４実績  

ワーク・ライフ・バランスの推進を継続し、時間外勤務の縮減を図るため、

引き続き 20 時退庁について実施するとともに、時差出勤制度を実施してい

る。時差出勤とあわせて、勤務場所内における職員密度を下げ、業務停止の

事態を避けるため、引き続きテレワーク (在宅勤務またはサテライトオフィ

ス勤務 )に取組んだ。  

年度当初に管理職に対して職員の休暇をとりやすくする環境整備に努めるよ

う通知をし、年次有給休暇、夏季休暇の取得状況を定期的に管理職に示し、

休暇取得の促進を促した。  

実施  
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Ｎｏ．２８  職員の接遇能力の向上  担当課  人事課  

現状と課題  

（～ H30）  

市民に親しまれ信頼される職員となるように、若手職員を中心に職員の接遇応対

の向上を図ってきた。引き続きアンケート調査などをもとに来庁者の満足度を高

め、市民サービスの向上を図るとともに、市役所に対する信頼感や親しみやすさ

を醸成する必要がある。  

取組内容  

(R1～ R4) 

職員研修のほか日常業務によりコミュニケーション能力や接遇能力を高めるとと

もに、引き続き職員による接遇応対の向上を図る活動を実施し、市民の満足度を

高める。  

取組計画  
R1 R2 R3 R4 

実績  

さわやか応対推進グループによ

る啓発活動  

 
   

職員研修      

R1 実績  

年度当初に新規採用職員や臨時嘱託職員を対象に接遇研修を実施し、職員の

接遇能力の向上を図った。また、さわやか応対推進グループにより、年 2 回

(5 月・11 月 )の接遇応対に関するキャンペーンを実施し、職員に対して接

遇に関する意識啓発を行い、市民サービスの向上を目指した。  

R2 実績  

新型コロナウイルス感染症の影響により、年度当初に予定していた接遇研修

を中止とした。また、さわやか応対推進グループの活動については、接遇応

対に関するキャンペーンを中止としたが、あいさつ運動をはじめとする今後

の活動や職員の身だしなみに関する基準などについて検討を行った。  

R３実績  

５月に接遇研修を実施し、職員の接遇能力の向上を図った。また、さわやか

応対推進グループの活動については年２回 (５月・１１月 )の接遇応対に関す

るキャンペーンを実施するとともに、職員の身だしなみに関する基準など接

遇向上につながる資料をまとめた「さわやか応対ガイドブック」を更新し、

職員に周知するとともに市民サービスの向上を目指した。  

また、公務員として品位を損なわず、節度ある服装の範囲内において、働き

やすく業務能率を高めることで市民サービスの向上につなげることを目指し

て、一年を通じてノーネクタイやスニーカー（運動靴）での勤務を可能とす

る「スマートビズ」を導入した。  

R４実績  

年度当初に接遇研修を実施し、職員の接遇能力の向上を図った。また、さわ

やか応対推進グループの活動については年２回 (５月・１０月 )の接遇応対に

関するキャンペーンを実施し、職員に対して接遇に関する意識啓発を行い、

市民サービスの向上を目指した。また「 SOS（さわやか応対 share）ミーテ

ィング」を開催し、職員同士の話し合いの場を設け、各職場の OJT で学ん

だ応対スキルを共有し、正しい応対スキルを身につけるとともに全体の底上

げを図った。  

 

  

実施  

実施  
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Ｎｏ．２９  創造性・機動性の高い組織体制の整備  担当課  行政改革課  

現状と課題  

（～ H30）  

平成 26 年度以降、第６次小牧市総合計画新基本計画にあわせ、創造性・機動性

の高い組織の構築に向けて組織改正を行うとともに、その後も新たな行政課題に

迅速に対応するため所掌事務の見直しや組織改正を行った。  

まちづくり推進計画の内容に基づいた組織体制とするための検討を進めてきた。  

取組内容  

(R1～ R4) 

まちづくり推進計画の内容に基づく組織体制を整備する。また、施策の進捗度や

その時々の行政課題に対応するため、必要に応じて、事務分掌や組織の見直しを

行うことで、常に効果的で効率的な組織体制を維持する。  

取組計画  
R1 R2 R3 R4 

実績  

組織の見直し  
 

   

所掌事務の見直し      

R1 実績  

新病院の開院にあわせて、より優れた医療サービスの提供や機動性の高い病

院経営を推進するため、平成３１年４月に市民病院組織の改正を行った。ま

た、日曜休日窓口の実施に伴い小牧駅出張所を廃止した。さらに、東部地区

における今後のまちづくりの取組みを推進するため、東部まちづくり推進室

を設置した。  

小牧市まちづくり推進計画の策定を見据え、創造性・機動性の高い組織を構

築するため、令和元年 8 月に、建設部と都市政策部の新設、多文化共生や空

き家対策を取扱う専門部署を新設するなど組織改正を行った。  

R2 実績  

小牧市まちづくり推進計画との整合を図るとともに、新たな行政課題に対

し、迅速かつ効果的な行政サービスを提供できる組織体制を整備するため、

令和 2 年 4 月に、健康生きがい支え合い推進部、福祉部の新設、健康・生

きがいづくり及び支え合いづくりに係る企画調整業務等を所管する健康生き

がい推進課の新設などの組織改正を行った。  

令和 2 年 5 月に、特別定額給付金に係る事務を実施するため、市長公室行

政改革課に「特別定額給付金係」を新設した。  

令和 2 年 7 月に、生涯学習、文化及びスポーツ施策に関する取組を横断的

かつ一体的に企画し実行などするため文化・スポーツ課の生涯学習文化係と

スポーツ推進係を再編した他、学校教育における ICT を活用した学習環境を

早急に整えるため学校教育 ICT 推進室を新設した。  

令和 2 年 12 月に、こまき多世代交流プラザの供用開始にあわせて、こども

を中心に世代を越えて市民がつながり、支え合うことができる子育て支援の

拠点として事業を推進するため多世代交流プラザを新設した。（多世代交流

プラザ準備室及びまなび創造館は廃止。）  

R３実績  

令和３年４月に次のとおり組織改正を行った。  

・広報業務と広聴業務を一体的かつ効果的に実施し、市政への関心や理解度

の向上を図るため、SNS などを積極的に活用する新たな戦略的広報活動を

推進する体制を構築するため広報広聴課広報係を廃止（統合）し、「広報広

聴係」及び「情報メディア係」を新設した。  

実施  

実施  
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・新たに策定した小牧市デジタルイノベーション推進計画を踏まえ、行政の

デジタル化を推進するため、「情報政策係」を「デジタルイノベーション

係」に名称変更した。また、特別定額給付金の事業廃止に伴い「特別定額給

付金係」を廃止した。  

・中央図書館の開館に伴い、円滑な運営体制を構築するため、教育委員会事

務局図書館に「施設運営係」を新設し、２係体制とした。また、教育委員会

事務局新図書館建設推進室を廃止した。  

・市民病院において、がん薬物療法の一層の充実を図るため、外来化学療法

センターとがんゲノムセンターを所管する「がん診療センター」を新設し

た。  

R４実績  

令和４年 4 月に次の通り組織改正を行った。  

・「多様で柔軟な働き方」の実現と「良好な職場環境」の創出を図り、職員

の働き方改革につなげるため、少人数係の見直し等を行い、総務部総務課庶

務係と統計調査係を統合し「庶務係」とし、総務部契約検査課契約係と工事

検査係を廃止（統合）し「契約検査係」を新設し、建設部用地課庶務係を用

地係と統合し「用地係」とし、上下水道部上下水道業務課給水係と収納係を

統合し「給水係」とするとともに、必要に応じて所掌事務の移管等を行っ

た。  

・次世代産業に関する事務等の所管部署を明確化し、本市が次世代産業の推

進に積極的に取組んで行く姿勢を市内外に示すため、地域活性化営業部企業

立地推進課企業立地係を「企業立地・次世代産業推進課企業立地・次世代産

業係」に名称変更するとともに、次世代産業に関する事務を所管することと

した。  
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Ｎｏ．３０  組織横断的なプロジェクトチームの活用  担当課  行政改革課  

現状と課題  

（～ H30）  

一つの部署のみでは対応困難な臨時または特別の行政課題に柔軟に対応するため

に、新たな部署を設けるのではなく、組織横断的なプロジェクトチームを設置・

活用してきた。  

通常の組織体制のみでは、複雑多岐にわたる市民ニーズや行政課題に対応するこ

とが困難な場合があり、今後も柔軟かつ機動的な対応ができる組織横断的なプロ

ジェクトチームの活用が必要である。  

取組内容  

(R1～ R4) 

複数の組織にわたる課題の解決にあたっては、関係部署が連携して対応する横断

的な組織を積極的に設置･活用する。  

取組計画  
R1 R2 R3 R4 

実績  

組織横断プロジェクトの設置・

活用  

 
   

R1 実績  

令和元年度は、6 月に新たに設置した個人番号カード利活用検討プロジェク

トチーム（担当：秘書政策課）を含めこれまでに計 4 チームが活動を行っ

た。  

R2 実績  
令和 2 年度は、新たに設置したフレイル対策のあり方検討プロジェクトチー

ム（担当：健康生きがい推進課）を含め計４チームが活動した。  

R３実績  
令和３年度は、新たに設置したスマート窓口検討プロジェクトチーム（担

当：行政改革課）を含め計５チームが活動した。  

R４実績  
令和４年度は、新たに設置したこまきこども未来大学推進プロジェクトチー

ム（担当：秘書政策課）を含め５チームが活動した。  
 
 
  

実施  
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(2) 人と組織を生かす内部統制体制を整備します  
 

【進捗状況を測定するための指標】  

指標名  基準値  目指す方向 R1 実績値  R2 実績値  R3 実績値  R4 実績値  

リスク評 価での リ ス

ク対応状 況の不 備 割

合  

19.1% 

（R１

度）  

↓  19.1% 17.6% 1.84% 1.58％  

自分の職 場のリ ス ク

を認識し ている 職 員

の割合  

90.6% 

（R1

度）  

↑  90.6% 91.4% 97.5% 99.4％  

 

【具体的な取組項目】  

Ｎｏ．３１  内部統制の機能強化  担当課  行政改革課  

現状と課題  

（～ H30）  

内部統制整備の一環として、自治体を取巻く多種多様なリスクに対応するととも

に、行政運営に対する市民からの信頼を得るため、平成２３年度から継続してリ

スクマネジメントに取組み、リスクの洗い出しやリスク対応策の整備を進めてい

る。  

また、平成２９年６月に地方自治法が一部改正され、本市は努力義務であるもの

の、地方公共団体のガバナンス強化を目的として、令和２年４月より都道府県及

び指定都市に対して、内部統制制度の導入が義務付けられた。  

取組内容  

(R1～ R4) 

業務における AI、RPA などの活用という状況を踏まえながら、リスクマネジメン

トに取組むとともに、内部統制の重要性に関する職員意識のより一層の向上や、

国から示された内部統制制度の基本的な枠組みや他の自治体などの取組みなどを

参考にしながら、適切な内部統制の整備を進める。  

取組計画  
R1 R2 R3 R4 

実績  

内部統制制度の導入・実施  
 

   

リスクの洗い出し・回避策の策

定  
    

R1 実績  

リスクマネジメント推進委員会を開催し、令和元年度のリスクマネジメント

実施方針を策定するとともに、実施方針に基づき、リスクの洗い出しやリス

ク対応策の整備を進めた。また、国から示された内部統制制度の基本的な枠

組みや他の自治体の取組みなどを参考にしながら、適切な内部統制の整備を

検討した。  

R2 実績  

リスクマネジメント推進委員会を開催し、令和２年度のリスクマネジメント

実施方針を策定するとともに、実施方針に基づき、リスクの洗い出しやリス

ク対応策の整備を進めた。  

また、令和４年度から「内部統制制度」の導入を予定しており、国から示さ

れた内部統制制度の基本的な枠組みや他の自治体の取組みなどを参考にしな

がら、適切な内部統制の整備を検討するため、検討部会を設置し議論を重ね

た。部会において、内部統制対象事務の範囲を「財務」及び「情報管理」と

定め、その中から評価対象リスクを 14 項目選定するなどして、本市におけ

導入  検討・試行  

実施  
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る内部統制についての組織的な取組みの方向性を示す「小牧市内部統制基本

方針（試行案）」を策定した。  

R３実績  

リスクマネジメント推進委員会を開催し、令和 3 年度のリスクマネジメント

実施方針を策定するとともに、実施方針に基づき、リスクの洗い出しやリス

ク対応策の整備を進めた。  

また、内部統制制度の試行として、評価対象リスク 14 項目については、 8

月に整備状況の評価を行い、１月に運用状況の評価を行った。  

さらに、令和４年度からの「内部統制制度」導入に向けて、先行して制度を

導入している自治体の状況を調査研究し、 14 項目に限定している評価対象

リスクの内容や、市長部局と上下水道部に限定している内部統制制度の評価

対象組織の範囲の見直しなど、内部統制制度導入時における制度内容の修正

を検討した。  

R４実績  

リスクマネジメント推進委員会を開催し、令和４年度のリスクマネジメント

実施方針を策定するとともに、実施方針に基づき、リスクの洗い出しやリス

ク対応策の整備を進めた。  

また、内部統制制度の試行において、市民病院などを含めて一体的に内部統

制の評価を実施した。評価対象リスク１４項目については、内容を見直しな

がら、8 月～9 月にかけて内部統制の整備状況の評価を実施し、1 月に運用

状況の評価を行った。  

さらに、監査委員事務局などの関係部署と協議を進めるなど、令和５年度に

予定している内部統制制度の導入に向けて準備を進めた。  
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(3) 効果的・効率的な行政運営を推進します  
 

【進捗状況を測定するための指標】  

指標名  基準値  目指す方向 R1 実績値  R2 実績値  R3 実績値  R4 実績値  

行 政 評 価 に よ る 削

減額（累計）  

20,697 

千円  
↑  

29,697 

千円  

40,401 

千円  

40,401 

千円  

9,571 

千円  

提 案 制 度 に 基 づ く

取組みの実施件数  
９件  ↑  8 件  11 件  13 件  ６件  

ＡＩ・ＲＰＡを導入

した事業数  
０  ↑  0 23 41 4８  

 

【具体的な取組項目】  

Ｎｏ．３２  行政評価制度の推進  担当課  行政改革課  

現状と課題  

（～ H30）  

事務事業評価は、主に事務事業の改善などを目的に平成 17 年度から、施策評価

は、主に新基本計画の進捗管理・経営資源の最適配分などを目的に、平成 29 年

度から本格導入した。  

限られた経営資源の最適配分を行うために「選択と集中」が必要であるというこ

とを職員が十分に理解して PDCA を回すことや、行政評価、実施計画、予算編成

等の各制度間の連動をより一層高めていくことが課題である。  

取組内容  

(R1～ R4) 

限られた経営資源のもと効率的・効果的な行財政運営を行うために、施策評価と

事務事業評価について、より客観的な視点も取入れるなど必要に応じて改善を図

りながら実施する。  

取組計画  
R1 R2 R3 R4 

実績  

施策評価  
 

   

事務事業評価      

R1 実績  

法定受託系事業や施設整備系事業などを除いた一般事業である１３８事業を

対象に事務事業評価を実施し、その評価結果は、「拡大」が７事業、「維

持」が１２８事業、「縮小」が１事業、「廃止⇒新規」が１事業、「令和元

年度以降終了」が１事業となった。また、平成 29 年度から実施している施

策評価は、「まちづくり推進計画」の策定中であったこともあり、実施しな

かった。  

R2 実績  

業務プロセス・手順や業務量の「可視化」を行い、業務上の課題を検証する

ことで事務事業の見直しなどの改善に向けた取組みに繋げることを目的とす

る業務の棚卸を優先して実施したため、行政評価（施策評価・事務事業評

価）は実施しなかった。  

R３実績  
既存事業の見直しによる経費の節減合理化を図るため、事業内容や事業費の

見直しを主な目的として事務事業評価を実施した。  

R４実績  

事務事業の改善を主な目的として８０事業について事務事業評価を実施し

た。その評価結果は「拡大」が６事業、「維持」が６０事業、「縮小」が１

２事業、「廃止→新規」が２事業となった。  
   

実施  

実施  
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Ｎｏ．３３  戦略会議の開催  担当課  
秘書政策課  

関係課  

現状と課題  

（～ H30）  

新たな行政課題に即応できるよう、有識者を交えた意見交換をする市政戦略会議

について、庁内関連部署と連携して運営する。市政戦略本部設置当初は、市政戦

略係がすべての戦略会議の事務局機能を担っていたが、内容に応じた柔軟な対応

が必要である。  

取組内容  

(R1～ R4) 

新たな行政課題に即応できるよう、有識者を交えた意見交換ができる市政戦略会

議の設置運営を行う。開催にあたっては、内容に応じて関係部課と役割分担をし

て庁内連携を図る。  

取組計画  
R1 R2 R3 R4 

実績  

戦略会議の設置・開催  
 

   

R1 実績  

中心市街地グランドデザインの策定に向けて課題の洗い出しや方針の整理等

を行うため、有識者等からなる中心市街地グランドデザイン戦略会議を設置

し、2 回開催した。  

また、東部地域のまちの将来像及びその実現のための取組みを明確にする東

部振興構想の策定方針を定めるために、有識者等からなる東部まちづくり戦

略会議を設置し、2 回開催した。  

R2 実績  

中心市街地グランドデザインの策定方針を定めるため、戦略会議を 2 回開催

した。  

東部振興構想の策定方針を定めるため、戦略会議を 2 回開催した。なお、令

和 2 年 8 月 8 日に開催した第 3 回東部まちづくり戦略会議においては、住

民等からも意見を聴くパネルディスカッション形式で会議開催した。  

R３実績  
戦略会議については、必要に応じて設置・開催することとしており、令和 3

年度については開催しなかった。  

R４実績  
健康・支え合い循環都市の実現に向けて必要な議論を行うため、有識者等か

らなる健康・支え合い循環推進会議を設置し、４回開催した。  

 

  

必要に応じて設置・開催  
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Ｎｏ．３４  広域連携の推進  担当課  
秘書政策課  

関係課  

現状と課題  

（～ H30）  

効果的・効率的な自治体経営の観点から、ごみ処理など一部事務組合で実施する

取組みのほか、小売電気事業者からの電力共同購入や、消防通信指令事務、権利

擁護支援センターの共同運用などを行っている。  

取組内容  

(R1～ R4) 

引き続き周辺市町と協議し、広域的な視点から、業務の連携、効率化等について

検討する。  

取組計画  
R1 R2 R3 R4 

実績  

周辺市町との連携による広域課

題に対応するための調査・研究  

 
   

R1 実績  

2 市 3 町と「電算」「電力」「防災」「協働」の 4 つの分野において、広域

連携に向けた調査研究を進めた。「協働」部会では、協働フォーラムや職員研

修を実施したほか、「電力」部会では、R2 の電力共同調達先の更新に向けて

検討を進めた。  

R2 実績  

引き続き 2 市 3 町と「電算」「電力」「防災」「協働」の 4 つの分野を中心

に、広域連携に向けた調査研究を進めた。「電力」部会では、 2 市 3 町と協

議の上、R2 以降の電力共同調達先を選定した。「協働」部会では、令和 3 年

2 月に職員研修の実施を予定していたが、緊急事態宣言の発出に伴い延期と

なった。  

R３実績  

2 市 3 町で、「電算」「電力」「防災」「協働」の４つの部会において、広

域連携に向けた調査研究を進めているが、「電算」「防災」「協働」は新型コ

ロナウイルス感染症の影響もあり、開催しなかった。「電力」部会は令和３年

８月及び令和４年１月に、庁舎電灯 LED 化等について情報交換を行った。  

R４実績  

２市３町で、「電算」「電力」「防災」「協働」の４つの部会において、広域

連携に向けた調査研究を進めた。「電力」部会は、令和４年７月に電気供給事

業者との契約継続確認を行い、令和 5 年 1 月に光熱水費高騰対策とそのスケ

ジュール確認を行った。  

１１月に４部会の課長級からなる幹事会を開催し、各部会の検討課題等につ

いて情報共有を行った。  

 

  

実施  
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Ｎｏ．３５  提案・改善報告制度の推進  担当課  行政改革課  

現状と課題  

（～ H30）  

職員の積極的な創意工夫と仕事への主体的な取組みを促進するとともに、効率的

な業務遂行と働きやすい職場の実現を図るため、提案制度と改善報告制度を実施

している。  

平成 26 年度より、提案制度は原則、部で１つ以上、改善報告制度は原則、１係

１改善を報告する運用とし制度の活性化を図ったほか、職場のモチベーションが

高まるよう表彰式の見直し等を行った。  

取組内容  

(R1～ R4) 

市民サービスの向上やコスト削減のほか、職場の活性化等の観点から、引き続き

職員の創意工夫や改善意欲を生かした制度とするよう、他自治体の取組手法を調

査するなど見直しを図りながら実施していく。  

取組計画  
R1 R2 R3 R4 

実績  

他自治体の調査  
 

   

提案制度      

改善報告制度      

R1 実績  

提案制度においては、24 件の提案が出され、そのうち「採択」が 3 件、「一

部採択」が 5 件であり、採択された提案について担当課が取組んだ。  

また、引き続き「やる気ヒラメキ☆職員元気サークル」制度を実施し、3 つの

テーマについて 6 サークルが活動した。  

改善報告制度においては、1 係につき、1 つ以上の改善を行うことを目指す

「チャレンジ☆1 係 1 改善運動」を実施した結果、223 件の改善が報告され

た。  

なお、29 年度より実施している優秀改善に対する辞令交付式での表彰式につ

いては、新型コロナウイルス感染症の拡大防止のため令和２年度表彰式（令

和元年度実績）は中止した。  

R2 実績  

提案・改善報告制度の見直しを図るため、他自治体の取組手法等についての

調査を行った。  

提案制度においては、29 件の提案が出され、そのうち「採択」が 10 件、

「一部採択」が１件であり、採択された提案について担当課が取組んだ。  

また、引き続き「やる気ヒラメキ☆職員元気サークル」制度を実施し、 4 サ

ークルが活動した。  

改善報告制度においては、232 件の改善が報告された。  

辞令交付式において、優秀改善に対する表彰式を実施した。  

R３実績  

提案制度においては、４０件の提案が出され、そのうち「採択」が５件、

「一部採択」が８件であり、採択された提案について担当課が取組んでいる

または実施に向けて検討中となった。  

また、引き続き「やる気ヒラメキ☆職員元気サークル」制度を実施し、１サ

ークルが活動した。  

改善報告制度においては、2４４件の改善が報告された。  

辞令交付式において、優秀改善に対する表彰式を実施した。  

R４実績  

提案制度においては、４０件の提案が出され、そのうち「採択」が４件、

「一部採択」が２件であり、採択された提案について担当課が取組んでい

る。  

また、「やる気ヒラメキ☆職員元気サークル」制度については、テーマ募

集、いいね！の投票を行った。希望者をマッチングし、２サークルが活動し

た。  

改善報告制度においては、２６０件の改善が報告された。  

辞令交付式において、優秀改善に対する表彰式を実施した。  

  

実施  

実施  

実施  
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Ｎｏ．３６  業務の棚卸  担当課  行政改革課  

現状と課題  

（～ H30）  

地方分権などの影響により自治体職員の業務量は増加している。また、会計年度

任用職員制度や幼児教育無償化など国や県による制度変更や少子高齢化の進行に

よる扶助費増加など、今後財政負担が増加していくことも予想されている。その

ような中で、職員の働き方改革を行いながら、市民サービスの品質の維持・向上

を図りつつ、継続して提供していくためには、より一層、業務の効率化など生産

性の向上を図っていくことが必要である。  

取組内容  

(R1～ R4) 

業務の棚卸を通じて、業務プロセス・手順や業務量の「可視化」を行い、業務上

の課題を検証することで、事務事業の見直しなどの改善に向けた取組みに繋げる。 

取組計画  
R1 R2 R3 R4 

実績  

業務の棚卸  
 

   

業務改善横展開    
 

 

R1 実績  

令和２年度から実施を予定している業務の棚卸に向け、業務状況調査支援業

務委託プロポーザルによる委託事業者選定のための準備や、他の自治体の事

例などの研究を進めた。  

R2 実績  

令和２年度は、業務改善アドバイザーの指導・助言を受けながら、「時間外

が多い」「処理件数が多い」「職員数が多い」等の課題を抱えている部署の

中で「人事課」「障がい福祉課」「幼児教育・保育課」の３部署をモデル部

署として選定し、業務遂行上の問題点や業務量などに関するアンケート、ヒ

アリングといった業務状況調査を実施して、業務遂行上の問題点を把握・検

証し、その改善を図る方策について検討を行った。  

R３実績  

モデル部署については、令和３年度に入り、各部署における環境変化や費用

対効果等も踏まえながら、業務改善を行う項目ごとに、現状と課題、改善内

容、業務改善スケジュールなどの業務改善計画を立て、業務改善の取組みを

進めた。  

また、業務改善横展開として、モデル部署に対して実施している業務改善の

取組内容などを踏まえて修正した「類型化した業務改善案」に基づき、業務

遂行上の課題の解決を図るため、「時間外が多い」「処理件数が多い」「職

員数が多い」等の課題を抱える部署を１０課選定して、所属長及び係長、主

査へアンケート調査を実施し、業務改善横展開の候補となる課を「保健セン

ター」「保険医療課」「こども政策課」の３課に選定した。  

R４実績  

モデル部署である「人事課」「障がい福祉課」「幼児教育・保育課」に業務

改善計画の令和３年度実績確認を行った。  

また、業務改善横展開の候補課から業務遂行上の課題が把握された「保健セ

ンター」「保険医療課」「こども政策課」を業務改善横展開対象部署として

決定し、取組項目ごとに、現状と課題、改善内容、業務改善スケジュールな

どの業務改善計画を立て、業務改善の取組みを進めている。  

さらに、業務効率化の取組みを進めていくにあたり、各所属の現状を把握す

るため、新たに全庁で業務量調査を実施し、各所属の業務内容（プロセス）

と業務量の見える化に取組んだ。  

 

実施  検討  

実施  検討  
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Ｎｏ．３７  ＡＩ、ＲＰＡなどの導入・活用  担当課  行政改革課  

現状と課題  

（～ H30）  

多様化・複雑化する市民ニーズや増加する行政課題に限られた職員数で対応する

必要があり、近年、さらなる行政事務の効率化や生産性の向上、効果的な施策推

進に向けて、定型的な業務に対して AI-OCR・RPA などを活用して対応すること

が求められている。  

取組内容  

(R1～ R4) 

AI-OCR・RPA を活用し、データの読取及び入力等の定型であり非専門的な業務

について、自動化を行うことで、業務の効率化を実現する。令和元年 5 月に行っ

た実証実験結果をふまえ、AI-OCR 及び RPA が活用できる業務（口座振替依頼書

入力業務、児童手当の認定請求書入力業務、こまきプレミアム商品券市民アンケ

ート結果集計業務など）を対象に、順次導入・活用する。  

取組計画  
R1 R2 R3 R4 

実績  

AI-OCR、RPA を活用した業務の

実施  
    

R1 実績  

令和元年 5 月に、AI-OCR 及び RPA 技術の導入により業務の効率化が行え

るか検証するため、口座振替依頼書入力業務、児童手当の認定請求書入力業

務及びこまきプレミアム商品券市民アンケート結果集計業務を対象に実証実

験を実施した。その結果、導入効果が期待できると判断されたため、令和 2

年度の導入・運用開始に向けて準備を行った。  

R2 実績  

AI-OCR 及び RPA を活用し、口座振替依頼書入力業務、児童手当認定請求

書入力業務、こまきプレミアム商品券市民アンケート集計業務、給与所得者

異動届出書入力業務、児童クラブ加入申込書入力業務、妊産婦・乳児健康診

査受診票結果入力業務の 6 業務で導入を行った。  

R３実績  

AI-OCR を活用し、新型コロナウイルス感染症のワクチン接種計画のための

アンケート、介護保険認定調査票（口腔ケアに関する項目）、広報こまき市

民（読者）アンケート、人間ドック・特定健康診査受診結果通知表の４業務

で導入を行った。  

RPA を活用し、給与システム入力業務（基本情報登録、通勤届、給与振込

口座登録）、市県民税申告書（０円）受付業務、確定申告データの他市回送

業務、区画整理仮換地課税移行業務の６業務で導入を行った。  

R４実績  

AI-OCR を活用し、新たに医療費過誤納金整理簿、環境エコライフチェック

シート、病院外来者向けのアンケート、図書館配本申込の４業務で導入を行

った。  

また、既に導入済みの介護保険認定調査票（口腔ケアに関する項目）及び広

報こまき市民（読者）アンケート、妊婦健診受診票等の受診票のメンテナン

スを実施した。  

RPA を活用し、新たに抽選結果メール送信業務、軽自動車税新規登録業務、  

総合行政システムメモ情報入力業務、会計年度任用職員の勤務実績入力業務

で導入を行った。  

 

  

実施・検証  実 証 実 験 ・ 準 備  
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Ｎｏ．３８  入札制度改革の推進  担当課  契約検査課  

現状と課題  

（～ H30）  

平成２５年３月に策定した「入札制度改革基本方針」について、その基本的方向

に沿った取組みや要望に対する取組みを積極的に実施してきたが、策定から５年

が経過し、入札制度や建設業を取巻く環境なども変化してきているため、取組内

容の検証や今後の入札制度のあり方を検討する必要がある。  

取組内容  

(R1～ R4) 

平成３０年度に入札制度検討委員会及び入札制度検討部会を開催し、「入札制度

改革基本方針」見直し (案 )を作成した。令和元年度は、見直した改訂版を公表する

とともに取組内容を推進していく。  

最低制限価格及び低入札調査基準価格の算定式について、適切に見直しをする。  

市内本店企業への優先発注に努め、発注拡大の検討をする。  

取組計画  
R1 R2 R3 R4 

実績  

改訂版「入札制度改革基本方針」

の推進  
    

最低制限価格及び低入札調査基

準価格の算定式の見直し  
    

R1 実績  

入札制度検討委員会及び入札制度検討部会を開催し、「入札制度改革基本方

針」の見直しを行い、令和２年３月に改訂版「入札制度改革基本方針」を公表

した。  

R2 実績  

入札制度改革基本方針を推進するため、主に下記の取組みを実施した。  

①最低制限価格について、国の方針、変動型最低制限価格制度の入札結果、

落札率と工事成績との相関関係等から設定方法の見直しを令和元年度に行

い、その結果を踏まえ令和２年度から算定式を変更した。  

②市内本店企業への発注拡大のため、一定の予定価格以上の土木一式工事に

ついて、市内本店建設企業限定で制限付一般競争入札を実施した。  

R３実績  

①他市の総合評価落札方式の低入札に対する対応策について調査研究を実施

し、低入札価格調査基準価格について見直しを検討した。  

②市内本店企業への発注拡大のため、一定の予定価格以上の水道施設工事に

ついて、市内本店建設企業限定で制限付一般競争入札を実施した。  

R４実績  

①建設技術及び施工意欲の向上を図り、公共工事の適正な施工及び品質の向

上に資するため、施工に関し優れた成績で工事を完了させた施工業者に対し、

優良工事施工業者の表彰を行った。  

②他市の総合評価落札方式の失格判断基準価格及び低入札調査内容について

調査研究を実施し、低入札に対する対応策を検討する。  

 

  

検討  

実施  準備  

導入・実施  
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Ｎｏ．３９  ウェブ会議の活用  担当課  行政改革課  

現状と課題  

（～ R1）  

新型コロナウイルス感染症拡大防止の必要性から、これまでのような外部の人と

の打合せや会議、研修への参加等が制限される中、積極的にウェブ会議の活用が

必要となっている。  

取組内容  

(R2～ R4) 

ウェブ会議に利用できる端末の拡充やモバイル Wi-Fi の導入、ウェブ会議室を設

置する等ウェブ会議が可能な環境の整備を行い、新型コロナウイルス感染症拡大

防止に対応しながら、ペーパーレス化、旅費や移動の削減にも繋がるウェブ会議

を積極的に活用する。  

取組計画  
R1 R2 R3 R4 

実績  

ウェブ会議の環境整備   
 

  

R2 実績  

・タブレット端末４台、 PC１台をウェブ会議に活用できるよう整備をし

た。  

・大型モニターを配置した簡易的なウェブ会議室の設置をした。  

・ウェブ会議の開催ができるよう ZOOM 有料ライセンス (Pro)を２ライセン

ス購入した。  

R３実績  

・モバイル Wi-Fi１台を導入した。  

・貸出機器の予約方法を簡素化した。  

・一人用ウェブ会議室を設置した。  

R４実績  
・令和５年３月よりウェブ会議室以外でも貸し出し用 PC でウェブ会議がで

きるよう庁内のネットワークの整備をした。  

 

実施  準備  
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４．財政運営           

 

(1) 歳入確保の取組を強化します 
 

【進捗状況を測定するための指標】  

指標名  基準値  目指す方向 R1 実績値  R2 実績値  R3 実績値  R4 実績値  

市税収納率  96.6% ↑  96.8% 96.2% 96.7% 97.3 

 

【具体的な取組項目】  

Ｎｏ．４０  使用料・手数料の見直し  担当課  財政課  

現状と課題  

（～ H30）  
平成 29 年度に使用料・手数料の見直しを行った。  

取組内容  

(R1～ R4) 

受益と負担の適正化を図り自主財源を確保するため、物価の動向、他市の状況等

を勘案しつつ、定期的な見直しなどを実施する。  

取組計画  
R1 R2 R3 R4 

実績  

担当課ヒアリング  

使用料・手数料の見直し  
    

R1 実績  

令和元年度 9 月議会で議決のうえ、令和元年 10 月１日から消費税率の改定

（８%→10％）に伴い、消費税を転嫁するべき使用料・手数料の改定を行

った。  

R2 実績  

新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止の対策として、郵便等により戸籍

の謄本の交付等を請求した場合の手数料を臨時的に免除する改正を実施し

た。  

R３実績  

概ね５年ごとに実施している使用料・手数料等の見直しを全庁的に実施し、

検討結果を市ホームページ等で公表した後、条例改正が必要なものは、12

月議会で議決のうえ、令和 4 年 4 月 1 日に改定した。  

R４実績  

歴史館、小牧山城史跡情報館について、展示の全面改装を機に、近隣同類施

設の料金設定を踏まえつつ、入場料を 100 円から 200 円に見直す一部改正

条例を９月議会で議決のうえ、令和 5 年 4 月 1 日に改定した。  
  

検討  検討・見直し  
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Ｎｏ．４１  新たな自主財源の確保  担当課  
財政課  

関係課  

現状と課題  

（～ H30）  

平成 27 年度に庁舎内に広告付き市域地図情報案内板を設置し、30 年度にこの案

内板にモニターを追加しデジタルサイネージ広告を開始した。  

こまき応援寄附金は、平成 25 年度に記念品配布を開始し、寄附額は平成 26 年

度の 8,400 万円から平成 30 年度の 3 億 9,600 万円へと大幅に増加した。  

取組内容  

(R1～ R4) 

自主財源確保につなげるため、現在の取組みを継続するとともに、新たな財源確

保のための検討を進める。  

また、国や県などの補助事業の積極的な活用について検討を進め、財源の確保に

努める。  

取組計画  
R1 R2 R3 R4 

実績  

有料広告の活用      

こまき応援寄附金制度の推進      

R1 実績  

ネーミングライツや壁面有料広告、広告付き市域地図情報案内板、デジタル

サイネージ広告、市民病院ホームページのバナー広告などの取組みを継続し

た。  

また、より多くの寄附金を獲得できるように、こまき応援寄附金のお礼を原

則 1 社 1 品から 1 社 10 品までに拡大し、ラインナップを充実させた。  

さらに、ふるさと納税ポータルサイト「楽天ふるさと納税」を追加し、寄附

間口を拡大したことにより寄附者の利便性向上及び寄附促進に努めた。  

（各取組みによる歳入額、寄附金額）  

・ネーミングライツ・壁面有料広告･･･1,253,308 円  

・ホームページバナー広告･･･765,040 円  

・広告付き市域地図情報案内板･･･690,240 円  

・こまき応援寄附金･･995,840,005 円（35,634 人）※３月 31 日現在  

※法人等の特殊寄附（お礼の品を提供しない寄附） 673,005 円含む  

R2 実績  

ネーミングライツや壁面有料広告、広告付き市域地図情報案内板、デジタル

サイネージ広告、ホームページのバナー広告などの取組みを継続するととも

に新たに小牧市立図書館雑誌スポンサー制度を開始した。  

また、こまき応援寄附金のお礼の品を 1 社 10 品から無制限に拡大し、最低

寄附金額を１万円から５千円に引き下げてお礼の品のラインナップの充実を

図った。  

さらに、ふるさと納税ポータルサイト「ふるなび」、「 auPAY ふるさと納

税」を追加し、寄附間口を拡大し、寄附者の利便性向上並びに寄附促進に努

めた。  

（各取組みによる歳入額、寄附金額）  

・ネーミングライツ・壁面有料広告･･･1,268,848 円  

・ホームページバナー広告･･･524,000 円  

・広告付き市域地図情報案内板･･･696,480 円  

・こまき応援寄附金･･･1,057,937,782 円 (38,041 人 )※３月 31 日現在  

※法人等の特殊寄附（お礼の品を提供しない寄附） 3,535,282 円含む  

・企業版ふるさと納税･･･10,000,000 円（１件）  

R３実績  

ネーミングライツや壁面有料広告、広告付き市域地図情報案内板、デジタル

サイネージ広告、ホームページのバナー広告などの取組みを継続するととも

に新たに広告付き窓口呼出しシステムを設置した。  

また、ふるさと納税ポータルサイトを「ふるさとチョイス」「楽天ふるさと

納税」「ふるなび」「 auPAY ふるさと納税」の４社から 9 月２日より「ふ

るさとプレミアム」10 月 29 日より「さとふる」を加えて 6 社に寄附間口

を拡大し、寄附者の利便性向上並びに寄附促進に努めた。  

（各取組みによる歳入額、寄附金額）  

・ネーミングライツ・壁面有料広告･･･1,263,598 円（決算額）  

実施  

実施  
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・ホームページバナー広告･･･597,360 円（決算額）  

・広告付き市域地図情報案内板･･･966,480 円（決算額）  

・窓口呼出システム広告料…489,627 円（決算額）  

・こまき応援寄附金･･･1,319,330,851 円（47,479 人）（決算額）  

※３月 31 日現在  

※法人等の特殊寄附（お礼の品を提供しない寄附） 53,996,851 円含む  

・企業版ふるさと納税･･･6,100,000 円（２件）（決算額）  

R４実績  

ネーミングライツや壁面有料広告、広告付き市域地図情報案内板、デジタル

サイネージ広告、ホームページのバナー広告、広告付き窓口呼出しシステム

などの取組みを継続した。  

また、ふるさと納税ポータルサイトを「ふるさとチョイス」「楽天ふるさと

納税」「ふるなび」「 auPAY ふるさと納税」「ふるさとプレミアム」「さ

とふる」の 6 社から、8 月 1 日より「ANA のふるさと納税」9 月 2 日より

「セゾンのふるさと納税」10 月 17 日より「ふるさと納税百選」10 月 31

日より「 JAL ふるさと納税」を加え、10 社に寄附間口を拡大し、寄附者の

利便性向上並びに寄附促進に努めた。また、最低寄附額を 5,000 円から

1,000 円に引き下げ、寄附額帯を増やすことで寄附者にとって選択肢が広

がり寄附しやすい環境を整えた。  

（各取組みによる歳入額、寄附金額）  

・ネーミングライツ・壁面有料広告･･･1,018,360 円（決算額）  

・ホームページバナー広告･･･985,120 円（決算額）  

・広告付き市域地図情報案内板･･･966,480 円（決算額）  

・窓口呼出システム広告料…2,942,367 円（決算額）  

・こまき応援寄附金･･･1,325,815,000 円（決算額）  

・企業版ふるさと納税･･･4,400,000 円（４件）（決算額）  
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Ｎｏ．４２  市税等の収納率維持のための取組み  担当課  
収税課  

債権回収特別対策室 

現状と課題  

（～ H30）  

平成 21 年以降、コンビ二エンスストアにて使用可能な納付書を導入、電話催告

オペレーターによる催告及びキャッシュカードによる口座振替サービスを開始し

た。また、平成 23 年から東尾張地方税滞納整理機構に職員１名を派遣し滞納整

理に努めている。 (令和元年度終了 )  

取組内容  

(R1～ R4) 

上記施策の周知を図りつつ、東尾張地方税滞納整理機構に参加することで得た徴

収技術等を業務に活用していくとともに、令和元年 10 月より運用開始の地方税

共通納税システムによる電子納税や、令和２年度からキャッシュレス決済の PayB

を導入することにより、今後も効果的な徴収方法を検討・研究しつつ、収入未済額

の回収に努め、収納率の維持を図る。  

取組計画  
R1 R2 R3 R4 

実績  

徴収技術と収納率の維持      

PayB(キャッシュレス決済）の

運用  
    

地方税共通納税システム運用      

納税者の利便性向上のための取

組み  
    

R1 実績  

現年度分については、令和元年 10 月より地方税共通納税システムによる電

子納税が開始され、利便性が向上した。滞納繰越分については、強く納付催告

するとともに、東尾張地方税滞納整理機構に派遣されていた職員の徴収技術

を活用していく一方、さらに効果的な徴収方法を検討、研究しつつ、収納率の

向上を図った。  

参考（市税収納率）  

 現年度分    99.15％（前年度 99.18％）  

 滞納繰越分   24.03％（前年度 22.77％）  

R2 実績  

令和 2 年 5 月よりスマートフォンによるキャッシュレス決済「PayB」での納

付を開始。さらなる利便性と収納率の向上のため、他市で運用しているスマー

トフォン決済アプリの安全性や課題等の検討、調査を行った。  

参考（市税収納率）  

 現年度分    98.45％（前年度 99.15％）  

 滞納繰越分   23.22％（前年度 24.03％）  

R３実績  

令和 3 年 4 月よりスマートフォン決済アプリ「 PayPay」「 LINEPay」を新た

に運用開始し、納付環境の整備に取組んだ。  

参考（市税収納率）  

 現年度分    99.29％（前年度 98.45％）  

 滞納繰越分   30.17％（前年度 23.22％）  

R４実績  
地方税共通納税システムの税目拡大の準備等、引き続き収納率の向上、納付環

境の整備に取組んでいく。  
   

実施  準備  

実施  

実施  

実施  
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(2) 歳出の削減と合理化を推進します  
 

【進捗状況を測定するための指標】  

指標名  基準値  目指す方向 R1 実績値  R2 実績値  R3 実績値  R4 実績値  

前 年 度 当 初 予 算 と

比 べ た 経 常 事 業 経

費の削減額（累計）  

22,004 

千円  
↑  

49,785 

千円  

87,991 

千円  

132,289 

千円  

138,693 

千円  

 

【具体的な取組項目】  

Ｎｏ．４３  経常的経費の削減  担当課  財政課  

現状と課題  

（～ H30）  

平成 24 年度から平成 29 年度の当初予算編成時において、経常費の 1％シーリ

ング（平成 24 年度は 2％）を実施した。  

平成 29 年度の当初予算編成からは、行政評価と連動させ、行政評価での経常事

業の削減額を適切に予算に反映させた。  

取組内容  

(R1～ R4) 

コスト意識の徹底と費用対効果の検証を行い、徹底した改善・見直しを行うこと

により、経常的な経費の節減に努める。  

取組計画  
R1 R2 R3 R4 

実績  

経常的経費の削減  

（適宜実施）  

 
   

R1 実績  

令和２年度当初予算編成時に、経常費の 1％シーリング（18,643 千円）を

実施した。また、行政評価での経常事業の削減額（H30 年度実施分 9,138

千円）を予算に反映し、削減の取組みを確実に達成させた。  

R2 実績  

令和３年度当初予算編成時に、令和 2 年度当初予算額を基準に、予算要求の

上限額を設定し、経常事業経費の削減（ 38,206 千円）を実施するととも

に、各部・課の主体的な取組みにより必要な財源を確保させ、部内での調

整、やりくりを推進した。  

R３実績  

令和４年度当初予算編成時に、令和３年度当初予算額を基準に、予算要求の

上限額を設定し、経常事業経費の削減（ 44,298 千円）を進めるとともに、

行政評価と連動した経常事業経費の削減を実施した。  

R４実績  

令和５年度当初予算編成時に、令和４年度当初予算額を基準に、予算要求の

上限額を設定し、経常事業経費の削減（6,404 千円）を進めるとともに、

行政評価と連動した経常事業経費の削減を進めた。  

 

  

実施  
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Ｎｏ．４４  
小牧市公共工事コスト改善プログラムの推

進  
担当課  契約検査課  

現状と課題  

（～ H30）  

小牧市公共工事コスト改善プログラム（H26～）に基づき、関係各課が公共工事

のコスト縮減に取組んでいるが、本プログラムは年限の定めがなく、策定から 5

年が経過していることから、プログラム内の取組む具体策の内容について見直し、

修正していく必要がある。  

取組内容  

(R1～ R4) 

小牧市公共工事コスト改善プログラム（H26～）の取組む具体策の内容の見直し

検討を令和２年度に行い、令和３年度から導入するとともに、引き続き公共工事

に関する総合的なコストの縮減に取組む。  

取組計画  
R1 R2 R3 R4 

実績  

取組む具体策の見直し      

コスト縮減実施項目の推進      

R1 実績  

小牧市公共工事コスト改善プログラムにより、関係課 (12 課 )において公共工

事のコスト縮減に取組んだ。取組む具体策 100 項目中 68 項目を実施し、コ

スト縮減額が全体で 104,441 千円となった。  

R2 実績  

小牧市公共工事コスト改善プログラム（H26～）の取組む具体策の内容の見

直し検討を行うため、小牧市公共工事コスト縮減対策に関する行動計画策定

委員会を開催し、R3.3 改訂版を策定した。  

R３実績  

令和 2 年度に改訂した小牧市公共工事コスト改善プログラムについて、技術

職員研修会にて見直し内容の説明を行い、改訂プログラムによりコスト縮減

に取組むよう周知を図った。  

R４実績  

令和 2 年度に改訂した公共工事コスト改善プログラムにより、関係課 (12 課 )

において公共工事のコスト縮減に取組んだ。取組む具体策 60 項目中 5１項

目を実施し、コスト縮減額が全体で 3０ ,８０３千円となった。  

 

  

実施  

検討        導入  
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Ｎｏ．４５  既存補助金等の見直し  担当課  財政課  

現状と課題  

（～ H30）  

平成 27 年に「補助金規則の逐条解説や事務是正のポイントなど」と「補助金の

あり方と交付基準について」を通知し、各課が行う補助金交付事務の見直しを促

した。  

平成 27 年度に 158 件の補助金等について一斉見直しを行い、 7 件を廃止とし

た。その後、縮小、終期設定、見直し等の判定結果であった 22 件のフォローア

ップを実施し、30 年度末までにさらに 7 件を廃止した。  

取組内容  

(R1～ R4) 

各種補助金等のねらい、目的を補助対象者等に周知し、目的が達成された補助金

や公益性の薄れた補助金を廃止するとともに、補助金制度の現状を把握し、一定

の基準に基づき整理を行う。  

新しい補助金等を設置する場合は、「終期設定」の徹底を図り、固定化及び既得

権化を抑制する。  

取組計画  
R1 R2 R3 R4 

実績  

既存補助金の見直し      

実態調査      

R1 実績  

平成 27 年度に実施した補助金の見直し結果に基づき、フォローアップする

ための調査及びヒアリングを実施した。その結果、廃止する補助金が３件、

存続する補助金が 6 件、引き続き検討を行う補助金が 1 件となった。  

R2 実績  

158 件の補助金等について一斉見直しを行い、３件を廃止、１３件を縮

小、３４件を終期設定の判定とした。そのうち、廃止２件、縮小 6 件、終期

設定 1 件の実施を確認した。  

R３実績  

令和２年度に実施した補助金の見直し結果に基づき、未実施の補助金をフォ

ローアップするための調査及びヒアリングを実施した。その結果、廃止１件

の実施を確認した。  

R４実績  

令和２年度に実施した補助金の見直し結果に基づき、未実施の補助金をフォ

ローアップするための調査及びヒアリングを実施した。その結果、終期設定

８件の実施を確認した。  
   

実施  

実施  



「自治体経営改革推進計画」 

65 

(3) 健全で計画的な財政運営を推進します  
 

【進捗状況を測定するための指標】  

指標名  基準値  目指す方向 R1 実績値  R2 実績値  R3 実績値  R4 実績値  

実質公債費比率  △0.5％  2.5％以内  △0.3% 0.0% 0.8% 0.７% 

 

【具体的な取組項目】  

Ｎｏ．４６  基金や市債の計画的な活用  担当課  財政課  

現状と課題  

（～ H30）  

中・長期的な視点から基金や市債のバランスのとれた活用を行い、世代間負担の

公平化を図る。  

取組内容  

(R1～ R4) 

引き続き、中・長期的な視点から基金や市債のバランスのとれた活用を行い、世

代間負担の公平化を図る。  

取組計画  
R1 R2 R3 R4 

実績  

計画的な市債の借入れ・基金の

運用  

 
   

R1 実績  

中・長期的な視点から、世代間の負担が偏ることのないよう、適切な基金及

び市債の活用に努めた。  

（一般会計、特別会計及び企業会計をあわせた市全体の残高）  

・市債 385 億円、基金 294 億円  （年度末残高）  

R2 実績  

中・長期的な視点から、世代間の負担が偏ることのないよう、適切な基金及

び市債の活用に努めた。  

（一般会計、特別会計及び企業会計をあわせた市全体の残高）  

・市債 366 億円、基金 272 億円  （年度末残高）  

R３実績  

中・長期的な視点から、世代間の負担が偏ることのないよう、適切な基金及

び市債の活用に努めた。  

（一般会計、特別会計及び企業会計をあわせた市全体の残高）  

・市債 356 億円、基金 274 億円  （年度末残高）  

R４実績  

中・長期的な視点から、世代間の負担が偏ることのないよう、適切な基金及

び市債の活用に努めた。  

（一般会計、特別会計及び企業会計をあわせた市全体の残高）  

・市債 334 億円、基金 265 億円  （年度末残高）  

 

  

実施  
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Ｎｏ．４７  公金運用の推進  担当課  会計課  

現状と課題  

（～ H30）  

財政状況が年々厳しくなる中、確実かつ効率的な積立基金等の運用が重要性を増

している。金融環境も一段と厳しく、極めて低い金利状況が続いているが、有利

性の追及も視野に入れた資金運用が必要である。  

取組内容  

(R1～ R4) 

元本回収の確実性や支払準備のための流動性の確保に留意しながら、効率的な公

金運用を行い、基金利子等の収入確保に努める。  

取組計画  
R1 R2 R3 R4 

実績  

歳計現金及び歳入歳出外現金の

運用  
    

基金に属する現金の運用      

R1 実績  

＜運用益＞  

・歳計現金及び歳入歳出外現金の運用  

 大口定期：   115,066 円  

（債券は短期金利が大口定期利息を下回っているため利用せず）  

・基金に属する現金の運用  

 大口定期：  5,415,754 円  

 債   券：10,120,712 円  

R2 実績  

＜運用益＞  

・歳計現金及び歳入歳出外現金の運用  

 大口定期：   125,613 円  

（債券は短期金利が大口定期利息を下回っているため利用せず）  

・基金に属する現金の運用  

 大口定期：  6,505,565 円  

 債   券：20,411,819 円  

（令和６年に償還を迎える債券の占める割合が多く、償還時の国債状況が不

透明なことから、償還時期を分散するため、利回りの低い債券５本の入れ替

えを行った。）  

R３実績  

＜運用益＞  

・歳計現金及び歳入歳出外現金の運用  

 大口定期：   66,066 円  

（債券は短期金利が大口定期利息を下回っているため利用せず）  

・基金に属する現金の運用  

 大口定期：  6,714,300 円  

 債   券：18,614,948 円  

（令和６年に償還を迎える債券の占める割合が多く、償還時の国債状況が不

透明なことから、償還時期を分散するため、利回りの低い債券３本の入れ替

えを行った。）  

R４実績  

＜運用益＞  

・歳計現金及び歳入歳出外現金の運用  

 大口定期：   34,135 円  

（債券は短期金利が大口定期利息を下回っているため利用せず）  

・基金に属する現金の運用  

 大口定期：  6,714,817 円  

 債   券：20,774,150 円     

実施  

実施  
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(4) 計画的な公共ファシリティマネジメントを推進します  
 

【進捗状況を測定するための指標】  

指標名  基準値  目指す方向 R1 実績値  R2 実績値  R3 実績値  R4 実績値  

保 全 計 画 に 基 づ い て

実施した施設の修繕・

改修費  

－  ↑  －  －  －  
148,629

千円  

 

【具体的な取組項目】  

Ｎｏ．４８  公共施設適正配置計画の見直し  担当課  資産管理課  

現状と課題  

（～ H30）  

今後、年少人口の減少により小中学校や保育園、子育て支援施設などの利用者数

は減少し、現在の施設定員に対し余剰が発生することが予想される。一方で高齢

者人口の増加により高齢者の福祉や余暇・生きがい活動のための施設ニーズが高

まっていることが考えられる。適正配置へ向けた取組みとして、平成 29 年 3 月

に「小牧市公共施設適正配置計画」を定めている。  

取組内容  

(R1～ R4) 

社会情勢や本市の財政状況等に対応した計画とするよう、令和３年度に公共施設

適正配置計画の中間見直しを行う。  

取組計画  
R1 R2 R3 R4 

実績  

公共施設適正配置計画の実施      

公共施設適正配置計画の見直し      

R1 実績  

令和３年度の中間見直しに向け、全国自治体等 FM 連絡会議に参加し、他行

政庁の事例を聴講する等、公共建築物の経営管理に関する情報収集を行っ

た。  

【第 1 回全国自治体等 FM 連絡会議  1 名参加  

第 2 回全国自治体等 FM 連絡会議  2 名参加】  

R2 実績  

平成 30 年 2 月に総務省より通知された「公共施設等総合管理計画の策定に

あたっての指針の改訂について」の内容を公共施設適正配置計画に反映させ

る等、令和３年度の中間見直しに向けて検討を行った。  

しかし、新型コロナウイルス感染症の影響により、今後の財政状況は先行き

不透明な状況となり、公共施設の使われ方、あり方に大きな変更が生じる可

能性もある。このため、中間見直しの着手は、ワクチンの接種開始により感

染拡大が一定程度収まると想定される令和３年度の秋以降とし、令和３年度

から令和４年度の 2 か年で実施することとした。  

R３実績  

公共ファシリティマネジメント基本方針等改定支援委託契約を１０月に締結

し、公共施設適正配置計画の中間見直しを実施し、見直した結果を令和４年

度末に公表する予定とした。  

R４実績  

公共施設ごとの今後の取組みをまとめた公共施設適正配置計画の見直しを実

施した。他行政庁の事例を聴講する等、公共建築物の経営管理に関する情報

収集するため、第２回自治体等ＦＭ連絡会議に４名参加した。  
   

実施  

実施  準備  
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Ｎｏ．４９  
公共施設のバリアフリー化・省エネルギー

化の推進  
担当課  資産管理課  

現状と課題  

（～ H30）  

平成 29 年 3 月に公共施設全体の今後と取組むべき方向性を示す「小牧市公共フ

ァシリティマネジメント基本方針」を定め、基本方針の一つとして、公共施設の

質の維持・向上を掲げている。施設整備、施設改修にあたっては施設のバリアフ

リー化による利便性の向上や、環境負荷の低減を図るための省エネルギー化を推

進し、使いやすく環境負荷の低い施設となるよう努めている。  

取組内容  

(R1～ R4) 

施設を管理する各所管課より、工事の予算要望内容と関連する箇所に、バリアフ

リー化されていないものがないか、確認の上、必要な助言を行い、各公共施設の

利便性の向上を推進する。また、令和３年に製造中止となる水銀灯ランプを使用

している公共施設を持つ所管課に対し、計画的に LED 化改修を行うよう助言を行

い、各公共施設の省エネルギー化を推進する。  

取組計画  
R1 R2 R3 R4 

実績  

公共施設のバリアフリー化・省

エネルギー化  

 
   

R1 実績  

総合体育館メインアリーナ、東部市民センターの講堂、味岡市民センターの

ロビー、小中学校６校の体育館等において、照明を LED 化する工事を実施

した。  

【省エネルギー化関係工事  計 9 施設】  

R2 実績  

温水プールの屋内照明、東部市民センターの外灯、さかき運動場の外灯、小

中学校１２校の体育館等において、照明を LED 化する工事を実施した。  

また、上末会館、横内会館のトイレ、保育所 2 施設のトイレ、史跡小牧山桜

の馬場屋外トイレにおいて、バリアフリー化する工事を実施した。  

【省エネルギー化関係工事  計 15 施設】  

【バリアフリー化関係工事  計５施設】  

R３実績  

勤労センターの屋外照明、市営住宅公園の外灯、大輪体育館、味岡市民セン

ター講堂、市民病院健診センター相談室、小中学校５校の体育館等におい

て、照明を LED 化する工事を実施した。  

また、二重堀会館、みどり台会館のトイレ、保育所２施設のトイレ、池之内

川南集会所の玄関において、バリアフリー化する工事を実施した。  

【省エネルギー化関係工事  計１０施設】  

【バリアフリー化関係工事  計５施設】  

R４実績  

消防本部庁舎、消防署東支署、第 3 分団車庫、第 5 分団車庫、第 6 分団車

庫及び北里市民センターの屋外水銀灯照明、南スポーツセンター武道館剣道

場の水銀灯照明、市役所東庁舎執務室等照明の LED 化工事を実施した。  

また、東町会館、懐会館のトイレ、岩崎原会館の玄関において、バリアフリ

ー化工事を実施した。  

【省エネルギー化関係工事  計８施設】  

【バリアフリー化関係工事  計３施設】  
  

実施  
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Ｎｏ．５０  公共施設の保全計画の構築  担当課  資産管理課  

現状と課題  

（～ H30）  

本市の公共施設の多くは、昭和 40～50 年代に建設されている。今後これらの公

共施設が一斉に耐用年数を迎え、更新費用の増大が懸念されている。  

今後は、施設をできるだけ長く利用し、長寿命化を図りながら、維持修繕や建替

えにかかる財政負担を低減するとともに、費用の平準化を図るために、時期を分

散させる必要がある。現在、公共施設を構成する屋根、外装等の主要部位につい

て、改修周期を設定し、過去の工事履歴等を参考に工事の費用を算出するなど、

時期と費用の見通しを示すため、施設所管課と調整を図り、学校施設を除いた施

設毎の保全計画をまとめている。  

取組内容  

(R1～ R4) 

学校施設を含めた施設毎の保全計画の作成、精査を行う。その後は保全計画を各

所管課に通知し、保全計画に沿った施設の工事計画とするよう、各所管課に促し、

工事費用の平準化を図っていく。  

取組計画  
R1 R2 R3 R4 

実績  

保全計画の構築・運用      

R1 実績  

令和元年度は令和２年３月に作成された、小牧市学校施設等長寿命化計画を

踏まえて、学校施設ごとのデータ入力作業を行い、保全計画作成に向けた準

備を行った。  

R2 実績  

保全計画を各施設所管課に周知し、保全工事の予算要望を促すことを目標と

していた。しかし、新型コロナウイルス感染症の影響により、今後、本市の

財政状況が厳しくなると見込まれることから、保全計画による計画的な改修

は、建物が劣化する前に行う予防保全工事であり、他の緊急性を要する工事

と比べて優先度が低いことから、令和２年度は保全計画を作成したが、各課

周知は見送った。  

R３実績  

新型コロナウイルス感染症の影響等により厳しい財政状況にあるが、各課へ

の保全計画の周知、保全計画に基づく短期改修計画を通知し、予防保全工事

の平準化を促した。  

R４実績  

昨年度と同様に、今後３年間で実施すべき予防保全工事の予定をとりまとめ

た短期保全計画を通知し、施設の長寿命化、工事費の平準化を促した。ま

た、昨年通知した保全計画に基づいた８施設の工事を実施した。  

 

準備  実施  


